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　　　砂川市選挙管理委員会委員長　　　　　曽　　我　　治　　彦
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　　　市立病院事務局審議監　　　　　佐　　藤　　　　　進
　　　市立病院事務局技監　　　　　中　　村　　俊　　夫
　　　総務課長　　　　　古　　木　　信　　繁
　　　広報広聴課長　　　　　湯　　浅　　克　　己
３．砂川市教育委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。
　　　教育長　　　　　四 反 田　　孝　　治
　　　教育次長　　　　　森　　下　　敏　　彦
４．砂川市監査委員の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。
　　　監査事務局局長　　　　　中　　出　　利　　明
５．砂川市選挙管理委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。
　　　選挙管理委員会事務局長　　　　　善　　岡　　雅　　文
６．砂川市農業委員会会長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。
　　　農業委員会事務局長　　　　　栗　　井　　久　　司
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�　　　議事係長　　　　　石　　川　　早　　苗
開議　午前１０時００分
　　　　◎開議宣告
〇議長　北谷文夫君　おはようございます。ただいまから本日の会議を開きます。
　議事日程はお手元に配付のとおりであります。
　直ちに議事に入ります。

　　　　◎日程第１　議案第４号　砂川市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に
　　　　　　　　　　　　　　　　関する条例の制定について　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第５号　砂川市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改
　　　　　　　　　　　　　　　　正する条例の制定について　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第６号　砂川市特別職報酬等審議会条例及び非常勤嘱託員等の
　　　　　　　　　　　　　　　　給与等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ
　　　　　　　　　　　　　　　　いて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第１、議案第４号　砂川市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の制
定について、議案第５号　砂川市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例の制定について、議案第
６号　砂川市特別職報酬等審議会条例及び非常勤嘱託員等の給与等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい
ての３件を一括議題とします。
　各議案に対する提案者の説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　それでは、私のほうから議案第４号、５号、６号についてご説明を申し上げま
す。
　まず、議案第４号　砂川市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の制定についてご説明を申し
上げます。
　制定の理由は、地方自治法の一部が改正され、地方公共団体の議員の報酬に関する規定が他の非常勤職員の報酬に
関する規定から分離されるとともに、報酬の名称が議員報酬に改められたことから、議員報酬等に関する規定を砂川
市特別職の職員で非常勤のものの給与及び費用弁償に関する条例から分離し、新たに本条例を制定しようとするもの
であります。
　なお、条例の内容につきましては、砂川市特別職の職員で非常勤のものの給与及び費用弁償に関する条例に規定さ
れていた内容と同様となっているものであります。
　裏面をお開きいただきたいと存じます。第１条は、趣旨であり、この条例は、地方自治法第203条の規定により、市



議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関し必要な事項を定めるものであります。
　第２条は、議員報酬であり、議長、副議長及び議員の議員報酬の額をそれぞれ定めるものであります。
　第３条は、議員報酬支給の始期及び終期であり、第１項は新たに就任した場合及び職務の異動があった場合の支給
について、第２項は退任した場合、第３項は死亡した場合の支給について定めるものであり、第４項は日割りによる
支給について定めるものであります。
　第４条は、議員報酬の支給時期であり、議員報酬は、市長が定める日に毎月支給するものであります。
　第５条は、期末手当であり、第１項は基準日を、第２項は支給額及び支給割合を定めるものであります。
　第６条は、期末手当の支給時期であり、期末手当は６月及び１２月の議員報酬支給の日にこれを支給するものであ
ります。
　第７条は、旅行による費用弁償であり、費用弁償の額及びその基準を規定したものであります。
　第８条は、会議等出席の費用弁償であり、市議会議員が議会の会議または委員会等に出席したときは、費用弁償と
して旅費条例に定める旅費を支給するものであります。
　第９条は、費用弁償の支給時期であり、費用弁償の支給時期は、旅費条例の適用を受ける職員の例によることとす
るものでありますが、会議等出席の費用弁償につきましては第４条に規定する議員報酬支給の時期にあわせて支給す
ることができることとするものであります。
　第１０条は、支給方法であり、この条例の規定による議員報酬、期末手当及び費用弁償の支給方法については、こ
の条例に定めのあるものを除くほか、一般職の職員の例によることとするものであります。
　第１１条は、委任であり、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定めるものであります。
　附則第１項は、施行日であり、この条例は、公布の日から施行するものであります。
　附則第２項及び第３項は、経過措置であり、第２項は平成２１年３月３１日までの期末手当の支給割合について、
第３項は期末手当の在任期間の取り扱いについて定めるものであります。
　附則第４項は、砂川市特別職の職員で非常勤のものの給与及び費用弁償に関する条例の一部改正であり、議員報酬
に関する規定を削除し、行政委員及び附属機関の委員の報酬等に関する条例に整理するものであります。
　第１条は、行政委員及び附属機関の委員の報酬等の根拠規定を改正し、議員報酬に係る、かかわる部分を削除する
ものであります。
　期末手当に関する第５条及び第６条を削除し、第８条及び第１０条について条文の整理を図り、第１条までの規定
を２条ずつ繰り上げるものであります。
　別表につきましては、議員の報酬額にかかわる部分を削除するものであります。
　附則第５項は、砂川市特別職の職員で非常勤のものの給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の廃止
であり、当該一部改正条例は平成２１年４月１日から期末手当の支給割合を改正する内容となっておりますが、この
条例の第５条及び附則第２項において規定したことから、施行日が到来していない当該一部改正条例を廃止するもの
であります。
　以上、よろしくご審議いただきますようお願いを申し上げます。
　続きまして、議案第５号　砂川市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例の制定についてでござ
います。
　改正の理由は、地方自治法の一部が改正されたことに伴い、本条例の一部を改正しようとするものであります。
　次ページをお開き願いたいと思います。附属説明資料でご説明を申し上げますが、第１条、趣旨、この中でアンダ
ーライン部分、第１００条第１３項及び第１４項を第１００条第１４項及び第１５項に改正するものであり、これに
つきましては新たに地方自治法で第１００条第１２項として議会の会議規則の項目が新設されたことにより、引用条
項の移動による改正であります。
　附則として、この条例は、公布の日から施行するものであります。
　続きまして、議案第６号　砂川市特別職報酬等審議会条例及び非常勤嘱託員等の給与等に関する条例の一部を改正
する条例の制定についてご説明を申し上げます。
　改正の理由は、地方自治法の一部が改正され、地方公共団体の議員の報酬に関する規定が他の非常勤職員の報酬に
関する規定から分離されるとともに、報酬の名称が議員報酬に改められたことから、引用する条項及び報酬の名称を
改正しようとするものであります。
　裏面をお開きいただきたいと存じます。第１条は、砂川市特別職報酬等審議会条例の一部を、一部改正であり、第
２条中議会の議員の報酬等の、報酬の額を議会議員の議員報酬の額に、報酬等を議員報酬等に改めるものでありま
す。
　第２条は、非常勤嘱託員等の給与等に関する条例の一部改正であり、第１条中第２０３条を第２０３条の２に改め
るものであります。
　附則といたしまして、この条例は、公布の日から施行するものであります。
　以上、よろしくご審議をいただきますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　以上で各議案の提案説明を終わります。
　これより議案第４号から第６号まで一括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第４号から第６号までの質疑を終わります。
　続いて、議案第４号の討論に入ります。
　討論ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第４号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、本案は原案のとおり可決されました。
　続いて、議案第５号の討論に入ります。
　討論ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第５号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、本案は原案のとおり可決されました。
　続いて、議案第６号の討論に入ります。
　討論ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。



　これより、議案第６号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、本案は原案のとおり可決されました。

　　　　◎日程第２　議案第１３号　砂川市土地開発公社定款の変更について
〇議長　北谷文夫君　日程第２、議案第１３号　砂川市土地開発公社定款の変更についてを議題とします。
　提案者の説明を求めます。
　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　（登壇）　議案第１３号　砂川市土地開発公社定款の変更についてご説明申し上げます。
　砂川市土地開発公社の定款変更について、公有地の拡大の推進に関する法律第１４号第２項の規定に基づき、市議
会の議決を求めるものであります。
　変更の理由でございますが、公有地の拡大の推進に関する法律の一部が改正されたことに伴い、本定款を変更する
ものであり、変更箇所につきましては議案第１３号附属説明資料砂川市土地開発公社定款新旧対照表によりご説明申
し上げますので、３ページをお開きいただきたいと存じます。左が現行、右が変更後となってございます。
　公有地の拡大の推進に関する法律を含む関係法律整備法が平成２０年１２月１日より施行されることから、本定款
に定める役員の職務及び権限を規定している第７条第４項は、土地開発公社の役員のうち監事の職務を規定していた
民法第５９条が削除され、変更後は公有地の拡大の推進に関する法律第１６条第８項において監事の職務が明記され
ることに伴い、変更するものであります。
　附則として、この定款は、平成２０年１２月１日から施行するものであります。
　以上、よろしくご審議のほどお願い申し上げます。
　失礼いたしました。訂正させていただきます。公有地の拡大の推進に関する法律第１４条を第１４号と読み違えま
した。
　失礼しました。１４条に訂正いたします。公有地の拡大の推進に関する法律第１４条第２項の規定でございます。
〇議長　北谷文夫君　これより質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　続いて、討論に入ります。
　討論はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第１３号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、本案は原案のとおり可決されました。
　暫時休憩します。
休憩　午前１０時１５分
〔教育長退場〕
再開　午前１０時１６分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を再開します。

　　　　◎日程第３　議案第１４号　砂川市教育委員会委員の任命につき同意を求めるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　とについて　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第１５号　砂川市教育委員会委員の任命につき同意を求めるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　とについて　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第３、議案第１４号　砂川市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて、議
案第１５号　砂川市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについての２件を一括議題とします。
　提案者の説明を求めます。
　市長。
〇市長　菊谷勝利君　（登壇）　議案第１４号。ただいま上程をいただきました砂川市教育委員会委員の任命につい
ての同意を求める案件でございますけれども、現委員でございます四反田孝治氏は平成２０年９月３０日をもって任
期が満了となりますので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項の規定に基づきまして、次の者を
任命をいたしたいと存じます。
　引き続きまして四反田孝治氏にお願いをいたしたいと存じますので、よろしくお願いをいたします。
　なお、履歴につきましては裏面に記載のとおりでございますので、よろしくご審議の上、ご同意をお願いをいたし
たいと存じます。
　続きまして、議案第１５号。ただいま上程をいただきました砂川市教育委員会委員の任命についての同意を求める
案件でございますけれども、現委員でございます佐藤正一郎氏は平成２０年９月３０日をもって任期が満了となりま
すので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項の規定に基づきまして、次の者を任命をいたしたい
と存じます。
　記名してございます山田巌氏にお願いしたいと存じますので、よろしくお願いをいたします。
　なお、履歴につきましては裏面に記載のとおりでございますので、よろしくご審議の上、ご同意をお願いをいたし
たいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　これより議案第１４号の質疑、討論を省略し、直ちに採決します。
　本案を、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、本案は同意することに決定しました。
　続いて、議案第１５号の質疑、討論を省略し、直ちに採決します。
　本案を、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、本案は同意することに決定いたしました。
　暫時休憩します。
休憩　午前１０時１８分
〔教育長入場〕〔教育長あいさつ〕
〔山田教育委員入場〕〔山田教育委員あいさつ〕〔山田教育委員退場〕
再開　午前１０時２１分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を再開します。



　　　　◎日程第４　議案第１６号　砂川市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同
　　　　　　　　　　　　　　　　　意を求めることについて　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第４、議案第１６号　砂川市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めること
についてを議題とします。
　提案者の説明を求めます。
　市長。
〇市長　菊谷勝利君　（登壇）　議案第１６号。ただいま上程をいただきました砂川市固定資産評価審査委員会委員
の選任についての同意を求める案件でございますけれども、現委員でございます堀下義雄氏は平成２０年９月３０日
をもって任期が満了となりますので、地方税法第４２３条第３項の規定に基づき、次の者を選任をいたしたいと存じ
ます。
　引き続きまして堀下義雄氏にお願いしたいと存じますので、よろしくお願いをいたします。
　なお、履歴につきましては裏面に記載のとおりでございますので、よろしくご審議の上、ご同意をお願いをいたし
たいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　これより議案第１６号の質疑、討論を省略し、直ちに採決します。
　本案を、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、本案は同意することに決定しました。

　　　　◎日程第５　議案第１７号　平成１９年度砂川市一般会計決算の認定を求めるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　とについて　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第１８号　平成１９年度砂川市国民健康保険特別会計決算の認
　　　　　　　　　　　　　　　　　定を求めることについて　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第１９号　平成１９年度砂川市下水道事業特別会計決算の認定
　　　　　　　　　　　　　　　　　を求めることについて　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第２０号　平成１９年度砂川市老人医療事業特別会計決算の認
　　　　　　　　　　　　　　　　　定を求めることについて　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第２１号　平成１９年度砂川市介護保険特別会計決算の認定を
　　　　　　　　　　　　　　　　　求めることについて　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第２２号　平成１９年度砂川市病院事業会計決算の認定を求め
　　　　　　　　　　　　　　　　　ることについて　　　　　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第５、議案第１７号　平成１９年度砂川市一般会計決算の認定を求めることについて、議
案第１８号　平成１９年度砂川市国民健康保険特別会計決算の認定を求めることについて、議案第１９号　平成１９
年度砂川市下水道事業特別会計決算の認定を求めることについて、議案第２０号　平成１９年度砂川市老人医療事業
特別会計決算の認定を求めることについて、議案第２１号　平成１９年度砂川市介護保険特別会計決算の認定を求め
ることについて、議案第２２号　平成１９年度砂川市病院事業会計決算の認定を求めることについての６件を一括議
題とします。
　各議案に対する提案者の説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　議案第１７号　平成１９年度砂川市一般会計決算の認定を求めることについて
ご説明を申し上げます。
　初めに、決算の概要についてご説明を申し上げますので、３ページをお開きいただきたいと存じます。一般会計の
歳入総額は１０９億５，４８４万９，０２４円、歳出総額は１０７億４，９２５万８，３５４円で、差し引き２億５
５９万６７０円の剰余金を生じる決算となったところでございます。
　次に、歳入の構成比を見ますと、自主財源は全体の４２．５％で前年比７．９％の増、依存財源は５７．５％で前
年比７．９％減となっております。なお、自主財源及び依存財源の主な内訳は記載のとおりでありますが、２６９ペ
ージに決算の財源推移として資料を添付してございますので、後ほどご高覧をいただきたいと存じます。
　次に、歳入決算額の対前年度比較でありますが、３ページの市税から４ページの市債まで、主な増減理由を付して
記載をしておりますので、内容の詳細につきましては説明を省略させていただきますが、全体的に申し上げますと税
源移譲による市民税の増を初め、道支出金、財産収入、繰入金、繰越金などが増加しておりますが、駅東部地区開発
事業の終了による国庫支出金、市債の減のほか、地方譲与税、地方特例交付金、諸収入などが減少しており、歳入総
額では前年度と比較して１３億７，５５７万６，２８４円の減となったところであります。
　次に、歳出決算額の対前年度比較、性質別についても、４ページ、人件費から５ページ、普通建設事業費まで、主
な増減理由を付して記載しておりますので、内容の詳細につきましては説明を省略させていただきますが、全体的に
申し上げますと繰上償還の実施による公債費の増を初め、物件費、扶助費、補助費等のうち負担金その他が増加して
おりますが、駅東部地区開発事業の終了による普通建設事業費の減を初め、行政改革の実施に伴って人件費、また積
立金などがそれぞれ減少し、歳出総額では前年度と比較して１３億２，４９２、２，４０９万２，７１２円の減とな
ったところでございます。なお、２７０ページに歳出性質別決算の推移について資料を添付してございますので、後
ほどご高覧をいただきたいと存じます。
　次に、５ページの主な財政分析指標の推移でありますが、初めに経常収支比率につきましては、毎年度継続して恒
常的に収入され、かつその使途が制限されない市税、地方譲与税、普通交付税などの経常一般財源収入が経常的に支
出しなければならない人件費、物件費、公債費等の義務的経常経費にどの程度充当できるかを示したものですが、こ
の率が高いほど財政の弾力性が乏しいこととなります。
　次に、財政力指数でございますが、普通交付税算定における基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合の過去
３カ年の平均値を示したものであり、この率が１００％に近いほど普通交付税の交付率が低く、普通交付税算定上の
留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるということになります。
　次に、公債費比率でございますが、この率は標準財政規模から災害復旧費として交付税に算入された公債費を除い
た額に対する地方債の元利償還金から元利償還金に充当した特定財源と災害復旧費等として普通交付税の基準財政需
要額に算入された公債費を除いた額の割合であり、地方債発行規模の妥当性を判断するための指標として、その率が
高いほど公債費の負担が重く、財政構造が硬直化していると判断されるものであります。１９年度は、１８年度と比
較して０．１％増の２３．１％となったところでございます。
　また、起債制限比率でございますが、先ほどの公債費比率の積算額から基準財政需要額に算入された事業費補正の
公債費をそれぞれ除いた額に対する割合の過去３カ年の平均値であり、１９年度は１８年度と比較して０．３％減の
１６．９％となったところでございます。
　なお、１７年度決算から記載しておりました実質公債費比率につきましては、一般会計における元利償還金のみな
らず、特別会計、企業会計、さらには一部事務組合の元利償還金に対する繰出金、負担金などから算出されるもので
あり、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の施行により、議会に報告しなければならないとされておりますの
で、別途報告とさせていただきます。



　以上、１９年度一般会計決算の概要について申し上げましたが、６ページから１３ページには一般会計歳入歳出決
算書、１４ページから１７ページには一般会計歳入歳出款別決算内訳書、１８ページから２６５ページには予算書に
基づく一般会計歳入歳出決算事項別明細書、２６６ページには実質収支に関する調書、２６７ページから２８１ペー
ジには各表に基づく一般会計決算説明書、４９２ページから４９８ページには財産に関する調書を添付してございま
すので、ご高覧をいただき、よろしくご審議をいただきますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　私から議案第１８号、議案第２０号、議案第第２１号の３議案についてご説明
申し上げます。
　初めに、議案第１８号　平成１９年度砂川市国民健康保険特別会計決算の認定を求めることについてご説明申し上
げます。
　決算書の２８２ページをお開きいただきたいと存じます。決算の概要でありますが、初めに一般概要について申し
上げます。平成１９年度の財政運営は、財政健全化に対処することを基本として保険税率の引き上げを行い、運営し
たところであります。昨年に引き続き経営姿勢が認められ、特別調整交付金１，７００万円の交付があったところで
あります。給付状況では、一般分の療養給付費で８億４，４３１万５，９９６円、高額療養費で１億６８４万８，７
７３円、退職者の療養給付費で７億７５８万９３４円、高額療養費で４，４９９万９，８８２円となり、保険給付費
は前年度に比べ５．３％の増となったところであります。なお、歳入総額２５億２，６４８万４，０６８円に対し、
歳出総額２５億１，８３０万３，８１５円となり、差し引き８１８万２５３円を翌年度に繰り越したところでありま
す。
　歳入につきましては、保険税の収入合計は６億３８７万７，８３９円で、前年度に比べ９，２２２万９，１４２円
増収となっており、現年度分収入率は９５．０％で、前年度に比べ０．１％の増となり、１世帯当たりの納税額は１
２万９，３１０円となったところであります。国庫支出金は６億４，８７５万５，１３５円で構成比２５．７％、療
養給付費交付金は６億７，４９０万９，７３５円で構成比２６．７％、一般会計繰入金は１億９，１９４万５，８１
２円で、前年度に比べ２，０６４万３，７４６円の増で、構成比は７．６％、その他、道支出金９，７４９万６３８
円と諸収入等を加えた歳入総額は２５億２，６４８万４，０６８円となり、前年度決算額と比較して１億９，２５９
万６，５７５円の増となったところであります。
　歳出につきましては、総務費は７，３２２万６，８７９円で、歳出総額に対する構成比は２．９％、保険給付費は
１７億２，０８４万９，１１８円で、前年度に比べ８，１０５万１，７９９円の増、構成比６８．３％、老人保健拠
出金は３億６，５７９万４，２７６円で構成比１４．５％、介護納付金は９，６４０万１，６２４円で構成比３．
８％であります。その他、共同事業拠出金２億２，９２６万１９７円、保健事業費１，１０２万８，８４３円、公債
費１０万円、諸支出金２，１６４万２，８７８円を加えた歳出総額は２５億１，８３０万３，８１５円となり、前年
度決算額と比較して２億２５万９，７３０円の増となったところであります。
　なお、歳入歳出決算関連調書につきましては２８３ページから３５０ページまでであり、ご高覧いただき、よろし
くご審議賜りますようお願いを申し上げます。
　続いて、議案第２０号　平成１９年度砂川市老人医療事業特別会計決算の認定を求めることについてご説明申し上
げます。
　決算書の３９６ページをお開きいただきたいと存じます。決算の概要でありますが、初めに一般概要について申し
上げます。平成１９年度の老人医療給付に要する経費として、歳出総額２５億５，３７６万７，０００円の予算を計
上し、事業の執行を行った結果、予算額に対し５，５６７万５，３８３円減の２４億９，８０９万１，６１７円で、
歳入総額は２４億９，０６３万７，９４０円となり、実質収支で７４５万３，６７７円の不足額が生じましたが、そ
の内訳は支払基金医療費交付金１９０万７１１円、支払基金審査支払手数料交付金３５万３，５１５円、道医療費負
担金５３６万８，４１８円の過交付と国庫医療費負担金１，５０７万６，３２１円の交付不足によるものでありま
す。したがって、差し引き不足額７４５万３，６７７円を翌年度繰り上げ充用により充用したものであります。な
お、これは、翌年度においてそれぞれ精算の上、返還または交付されることとなるものであります。
　歳入につきましては、支払基金交付金は１２億６，７３５万３，０００円で、歳入総額に対する構成比５０．９％
、国庫支出金は８億１，０９９万７，４１０円で構成比３２．６％、道支出金は２億３００万４，０００円で構成比
８．１％、一般会計繰入金は２億１４４万６，９４９円で構成比８．１％。その他、諸収入７８３万６，５８１円を
加えた歳入総額は２４億９，０６３万７，９４０円となり、前年度決算額と比較して１，９６２万８，６１５円の増
となったところであります。
　歳出につきましては、総務費は３９４万５，６４７円で、歳出総額に対する構成比は０．２％、医療諸費は２４億
５，８８１万５，５６０円で構成比９８．４％。その他、公債費５万円、諸支出金１，３７４万２，５４９円、前年
度繰り上げ充用金２，１５３万７，８６１円を加えた歳出総額は２４億９，８０９万１，６１７円となり、前年度決
算額と比較して５５４万４，４３１円の増となったところであります。
　なお、歳入歳出決算関連調書につきましては３９７ページから４２６ページまでであり、ご高覧いただき、よろし
くご審議賜りますようお願い申し上げます。
　続いて、議案第２１号　平成１９年度砂川市介護保険特別会計決算の認定を求めることについてご説明申し上げま
す。
　決算書の４２７ページをお開きいただきたいと存じます。初めに、一般概要について申し上げます。平成１９年度
の財政運営は、介護保険事業を円滑に実施することを基本として運営に当たり、介護保険給付に要する経費として歳
出総額１３億７５８万７，０００円の予算を計上し、事業の執行を行った結果、予算額に対し３，１１５万７，５７
３円減の１２億７，６４２万９，４２７円で、歳入総額は１２億８，６９５万６，９３９円となり、差引額は１，０
５２万７，５１２円であります。その内訳は、国庫負担金５１４万４，１０１円、国庫補助金４２万６，５４５円、
道負担金４２６万５，４０６円、支払基金交付金６６万２，８６０円の過交付及び保険料の還付未済２万８，６００
円によるものであります。なお、過交付及び還付未済となったものにつきましては、翌年度において返還、還付する
ものであります。また、道補助金２万６，８３７円、支払基金交付金６９５万８，１７０円の交付不足分について
は、翌年度において精算交付後、全額を介護給付費準備基金に積み立てるものであります。
　歳入につきましては、第１号被保険者保険料は２億７８２万２８０円で、歳入総額に対する構成比１６．１％、国
庫支出金は２億９，１８９万９４５円で構成比２２．７％、道支出金は１億９，７５９万９，２０８円で構成比１
５．４％、支払基金交付金は３億６，７６１万５，６６３円で構成比２８．６％、繰入金は一般会計分が１億７，２
４２万８，７２４円、基金分が１，５６２万８，７５９円、合計１億８，８０５万７，４８３円で構成比１４．６％
、繰越金は２，７４５万４，１７０円、構成比２．１％、これに財産収入３６万２３８円、分担金及び負担金６１５
万８，９５２円を加え、歳入総額は１２億８，６９５万６，９３９円となり、前年度決算額と比較して９，７２７万
６，８７１円の増となったところであります。
　歳出につきましては、総務費は１，２１５万２，８５６円で、歳出総額に対する構成比は１．０％、保険給付費は
１１億９，８４７万７，９６７円、構成比９３．９％、財政安定化基金拠出金は１０９万２，２８１円で構成比０．
１％、地域支援事業費は３，６３４万９，８７６円で構成比２．８％、諸支出金は２，７５７万９，５６０、５４６
円で構成比２．２％、これに基金積立金５７万６，９０１円、公債費２０万円を加え、歳出総額は１２億７，６４２
万９，４２７円となり、前年度決算額と比較して１億２，５７４万５，６４０円の増となったところであります。
　なお、４２８ページから４９１ページまで歳入歳出関連、決算関連調書を提出しておりますので、ご高覧いただ



き、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　（登壇）　議案第１９号　平成１９年度砂川市下水道事業特別会計決算の認定を求めるこ
とについてご説明いたします。
　決算書の３５１ページ、決算の概要をごらんいただきたいと存じます。初めに、一般概要についてでありますが、
公共下水道整備事業は昭和５４年度から流域下水道工事と並行して補助事業及び単独事業を行うとともに、事業区域
の拡大を図りながら整備を推進し、平成１９年度末現在の下水道普及率は９２．４％となりました。これに伴い、水
洗化率は９６．７％となり、下水道施設の効率的活用に努めてきたところであります。また、個別排水処理施設整備
事業につきましては、平成８年度から事業に着手し、生活環境の整備、改善と生活排水の適正な処理を図るため合併
処理浄化槽の普及に努めてきており、平成１９年度末現在で１２０基設置したところであります。平成１９年度の収
支としましては、歳入総額１４億８，１３７万４，４８１円に対し、歳出総額は１４億８，０４８万５，２７４円と
なり、繰越明許費財源５，０００円を含めまして、差し引き８８万９，２０７円を翌年度へ繰り越したところであり
ます。
　歳入につきましては、分担金及び負担金が１，７７４万５，３２０円で構成比１．２％、使用料及び手数料は４億
１，６２４万３，２２０円で構成比２８．１％、国庫支出金は２，０００万円で構成比１．４％、繰入金は２億９，
３５６万７，０００円で構成比１９．８％、諸収入は６６５万７，３６８円で構成比０．４％、市債は高資本費対策
借換債、公的資金補償金免除借換債も含めまして７億２，６００万円で構成比４９．０％、前年度繰越金は１１６万
１，５７３円で、歳入総額は１４億８，１３７万４，４８１円となり、前年度に比べ２億８，６５３万１，３９９円
の増となったところであります。
　次に、歳出でありますが、下水道費は１億９，８６４万９，１１５円で構成比１３．４％、個別排水処理事業費は
１，１０２万１，１０３円で構成比０．８％、公債費は公的資金補償金免除繰上償還を含めまして１２億７，０８１
万４，２３６円で構成比８５．８％、諸支出金は８２０円で、歳出総額は１４億８，０４８万５，２７４円となり、
前年度に比べ２億８，６８０万３，７６５円の増となったところであります。
　以下、３５２ページから３９５ページまでは関連する調書でありますので、ご高覧をいただき、よろしくご審議く
ださいますようお願い申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　市立病院事務局長。
〇市立病院事務局長　小俣憲治君　（登壇）　議案第２２号　平成１９年度砂川市病院事業会計決算の認定を求める
ことについてご説明申し上げます。
　病院事業会計決算書の２３ページをごらんいただきたいと存じます。平成１９年度は、引き続き縮減された医療保
険財源を背景に医療保険制度、医療提供体制の改革が進められる中、診療体制、患者サービスの向上を図るととも
に、医療環境施設の整備拡充を実施しました。診療施設整備では、超音波診断装置、手術用顕微鏡、ベッドサイドモ
ニターなど８２品目の医療機器の取得及び更新を行い、さらなる急性期医療、地域がん診療連携拠点病院、地域周産
期母子医療センターとしての機能に対応すべく整備を図りました。また、診療体制では、７対１看護の実施、結核病
床の２床増床、急性期入院医療における診断群分類包括評価、ＤＰＣに向けたシステムの整備を図るとともに、地域
医療連携、派遣診療の拡充など、地域中核医療施設としての高質で安全な医療の提供と患者サービスの充実に努めて
まいりました。さらに、平成１７年度から開始した病院改築事業では、平成２２年度の開院に向け、実施設計業務が
完了したところであります。
　それでは、まず患者数でありますが、入院患者数は１４万５，９５４人で、前年に比べ７，２５３人の減となり、
外来患者数では２５万７，０４６、４６８人で、前年に比べ９，１２８人の減となりました。
　次に、収益的収支でありますが、消費税抜きで申し上げますと、収益的収入は１０６億４，６７１万３，０００円
で、前年より５億５，６５２万９，０００円の増となり、収益的支出では１０６億４，０７３万５，０００円で、前
年より５億５，５８９万７，０００円の増となりましたが、収支差し引き５９７万８，０００円の純利益を計上する
ことができました。
　次に、資本的収支でありますが、消費税抜きで申し上げますと、資本的収入は７億７，６８２万５，０００円で、
主なものでは建設改良に充てる企業債１億７，４７０万円、公的資金補償金免除借換債４億９７０万円、投資償還金
９８９万８，０００円、国庫補助金３，９９５万円、一般会計出資金１億３，８９２万７，０００円及び寄附金３６
５万であります。失礼しました。３６５万円であります。資本的支出は１３億９，０３６万５，０００円で、内訳は
改築事業費１億７，０１１万円、資産購入費２億９，６８２万６，０００円、住宅改築費２，７５８万８，０００
円、建設利息４万１，０００円、企業償還金８億８，５７９万５，０００円及び投資１，０００万５，０００円であ
ります。また、企業債未償還残高は、２０億１，８１９万４，０００円となっております。
　以上が決算の概要でありますが、なお２４ページから３２ページまでは関連資料となっておりますので、ご高覧い
ただき、よろしくご審議いただきますようお願い申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　続いて、監査委員から監査意見の開陳を求めます。
　監査委員。
〇監査委員　奥山　昭君　（登壇）　地方自治法第２３３条、失礼しました。地方自治法第２３３条第２項及び同法
第２４１条第５項の規定により審査に付されました平成１９年度の一般会計、各特別会計の決算及び基金の運用状況
の概要についてご報告申し上げます。
　決算審査は、提出された各会計の決算書、同事項別明細書、決算関係附属書類、財務諸表及び附属説明資料等に基
づき、計数の正確性、適法性を確認するとともに、適正で経済的かつ効率的な予算執行に主眼を置いて審査を行った
結果、各会計とも計数は正確で適切に処理されており、財産の管理事務も適正に行われていることを認めたところで
あります。
　一般会計は、歳入総額が１０９億５，４８４万９，０２４円、歳出総額は１０７億４，９２５万８，３５４円で、
差し引き２億５５９万６７０円の剰余金を計上する決算となっております。歳入の財源別構成比で見ますと、自主財
源は４２．５％、依存財源は５７．５％であります。
　次に、特別会計ですが、国民健康保険特別会計は、歳入総額２５億２，６４８万４，０６８円に対し、歳出総額は
２５億１，８３０万３，８１５円で、差し引き８１８万２５３円の剰余金を計上。
　下水道事業特別会計は、歳入総額１４億８，１３７万４，４８１円に対し、歳出総額は１４億８，０４８万５，２
７４円で、差し引き８８万９，２０７円の剰余金を計上する決算となっております。
　また、老人医療事業特別会計は、歳入総額２４億９，０６３万７，９４０円に対し、歳出総額は２４億９，８０９
万１，６１７円で、差し引き７４５万３，６７７円の不足が生じ、翌年度繰り上げ充用金により充用しております。
　介護保険特別会計は、歳入総額１２億８，６９５万６，９３９円に対し、歳出総額は１２億７，６４２万９，４２
７円で、差し引き１，０５２万７，５１２円の剰余金を計上しております。
　以上が一般会計及び特別会計の決算審査の概要でありますが、今後におかれましても健全な財政運営と効率的な行
政の確保に努められるよう望みまして、報告といたします。
〇監査委員　辻　　勲君　地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付されました平成１９年度の病院事
業会計の決算審査の概要についてご報告申し上げます。
　決算審査は、提出されました病院事業決算書、財務諸表及び附属説明資料等に基づき、計数の正確性、適法性を確
認するとともに、適正で経済的かつ効率的な予算執行に主眼を置いて審査を行った結果、計数は正確で適切に処理さ



れており、財産の管理事務も適正に行われているところを、行われていることを認めたところであります。
　病院事業会計の業務量における年間患者数は、入院、外来ともに減少しており、病床利用率も前年を下回っており
ますが、当年度の経営成績においては５９７万７，７７０円の純利益を計上することとなり、前年度以前からの建設
改良積立金１２億６，７７１万円に当年度未処分利益剰余金１５億５，５２９万９，７８２円を合計しますと、利益
剰余金の合計は２８億２，３００万９，７８２円を計上する決算となっております。病院の経営環境は厳しいものが
ありますが、基幹病院として患者のニーズにこたえ、住民に信頼される医療機関としてなお一層の努力を期待し、報
告といたします。
〇議長　北谷文夫君　１０分間休憩いたします。
休憩　午前１０時５９分
再開　午前１１時１０分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　これより各議案に対する総括質疑を行います。
　初めに、議案第１７号の総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　ただいま上程されました議案第１７号、すなわち平成１９年度砂川市一般会計決算につ
いて総括質疑をさせていただきます。
　平成１９年度決算は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律が施行され、財政健全化判断基準が明らかになっ
たもとでの各自治体の決算で、非常に関心が高まっている中の決算審議でありますので、次の大きな５点について質
疑をさせていただきます。
　第１点目は、先ほど報告ありましたように、市税についてでありますが、自主財源の中心である市税が歳入全体の
中で２０．５％を占め、前年比で６．６％の伸びとなっております。中でも個人市民税が２７％増になっております
が、法人市民税や固定資産税が減っている状況であります。お伺いしたいのは、市民税の不納欠損についてでありま
す。前年度比２８４％の増加となっており、中でも固定資産税は前年度比５１３．２％と大幅な増となっておりま
す。これは、自主財源の中心である市税が滞納されているということは極めて大きな問題もありますので、その要因
とこれまでの対応についてお伺いいたします。
　あわせて、収入未済額も１億６，０００万円を超えておりますので、その要因についても伺いたいと思います。
　第２点目は、歳出の中で民生費の社会福祉の中で後期高齢者医療制度の導入に伴う準備費として北海道後期高齢者
医療制度、医療広域連合負担金、あるいは後期高齢者医療制度導入に要する経費、創設準備に要する経費などが支出
されております。そして、本年度４月から後期高齢者医療制度が実施されましたけれども、この実施に伴い、この制
度への国民の批判が非常に大きくなってきており、制度の中止や廃止を求める世論が大変大きくなり、参議院では廃
止法案が可決されるような状況になっております。現時点でのこの後期高齢者医療制度への評価についてお伺いした
いと思います。
　第３は、ごみ処理費の中の負担金で、株式会社エコバレー歌志内にごみの処理費を委託を行っておりますけれど
も、最近平成１９年度エコバレー歌志内の経営状況が報告されております。それを見ると、当期損失額は約３１億
円、借入金の状況は約７０億円となっております。この事業報告書によりますと、広域組合の処理委託価格を平成２
０年４月から２年間２５％、以降３年間５８％値上げするが、処理単価は改善されても依然として廃棄物の絶対量が
不足し、コークスなどの物価高騰から経営はまさに危機的な状況にある、このように報告されております。先月市長
もエコバレーの撤退の話なども発言がありましたけれども、今後このエコバレーはどう、このエコバレーに対する対
応をどうお考えになっているのかお伺いしたいと思います。
　４点目に、都市計画費の中の街路事業費、南１丁目街路工事調査委託料についてであります。私たちは、２，００
０万以上かけての調査は無駄だからということでこの予算時に反対をいたしました。本年６月に議会に諮問案を提出
するというふうに言われてこの調査をされましたけれども、いまだに諮問案は提出されておりません。この計画は、
一体どうなるのかお伺いしたいのと、また、その後原油高騰など建設資材の大幅な値上がりによって総事業費４０億
円が見込まれておりましたけれども、これは現状に合わなくなってきたのではないかと思います。また、あの程度の
調査資料作成なら、私ども指摘したように、市職員の技術職員で十分できた中身だというふうに考えており、この
２，０００万円は無駄遣いでないかというふうに私ども思っておりますが、このあたりはどのようにお考えになって
いるのかお伺いしたいと思います。
　最後に、農林費の中の農地・水・環境保全支援事業が平成１９年度から取り組まれ、約７６０万円が支出されてお
ります。この事業は１年目でもありますので、しっかりと検証して地域の農家の環境整備、あるいは農家の方々の大
きなメリットになることが強く求められておりますから、この１年間の事業の評価と個々の農家への具体的なメリッ
ト、今後の課題等についてお伺いし、総括質疑とさせていただきます。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　私のほうから、平成１９年度不納欠損額の大幅増加の要因及び収入未済額の解
消対策についてご答弁を申し上げます。
　市税の平成１９年度の不納欠損額は、市民税で１，００３万５，０８６円、固定資産税３，８９２万２，４１９
円、軽自動車税１５万２，２００円、都市計画税４１２万２，４９５円で、合計５，３２３万２，２００円となって
おります。昨年が１，３８６万１，２０９円でございました。差し引き約３，９３７万円増加しているところでござ
います。
　欠損の理由による内訳につきましては、消滅時効による欠損は１９２件、１，９１２万５，１７４円、執行停止に
よる欠損は６件、１８万８，３１２円、即時欠損は１２件、３，３９１万８，７１４円となっております。昨年と比
べ大幅に増額となった理由としましては、まず欠損総額約５，３００万円のうち即時欠損に該当するものが約３，４
００万円でありました。これは、法人の倒産、廃業によるもので、滞納となっていた固定資産税、都市計画税に対
し、古いもので平成１５年より交付要求の措置を図ってまいりましたが、一部配当があったものの完納には至らず、
財産整理終結に伴い、即時欠損したものであります。なお、欠損額が多額になった要因は、今回即時欠損の対象とな
った１２件のうち、高額な固定資産税が賦課されている企業が含まれていることによるものであります。
　また、その他残りの欠損額については、これまで納税義務者の死亡や転出先不明者など極めて限定的なものを対象
に欠損をしてまいりましたが、地方税法第１８条に基づき消滅時効の対象となる平成１４年度以前の滞納額約６，６
００万円を対象とし、一部納付や滞納処分等で時効が中断しているものを除き、おおむね地方税法第１５条の７、執
行停止の要件に該当するものを抽出した中で整理を進めてまいりました。具体的には、まず１つ目としまして、納税
に対し誠意があり、近年納付内納付を守り、消滅時効、これは５年間でございますけれども、消滅時効分以外の滞納
税がない者。次に、納税意思を示し、少額納付を続けている生活困窮者。次に、財産差し押さえ、交付要求等の滞納
処分により消滅時効分以外の滞納がなくなっている者。いわゆる直近５年間の滞納がないという者であります。近年
課税がない者で文書が返戻されるなど、実態調査を経た中で居所不明となっている者。納税義務者本人が死亡し、納
税承継者が不在、不明なもの。廃業により実態がなくなり、財産もないことが明らかである法人を欠損該当者と今回
いたしました。その結果、消滅時効による欠損額が１９２件、１，９１２万５，１７４円となったところであり、法
人の即時欠損の約３，４００万円と合わせて約５，３００円の、５，３００万円の不納欠損額となったところであり
ます。



　未済額の解消対策につきましては、１８年度からいわゆる税をきちんと納めている方とそうでない方の不公平さを
許さないという方針のもとに、給料、それから預貯金等の財産調査を行いまして、担税力がありながら約束に応じな
い方については差し押さえを実施しております。また、従来の電話連絡、臨戸訪問による納税折衝に加え、夜間納税
相談の開設や夜間納付窓口の設置、市外転出者に対する管外徴収及び合同休日納税相談への参加、北海道との共同催
告等を実施してきております。今後も先ほど申し上げた対策を履行しながら、休日納税相談窓口の開設などの実施を
検討し、納税義務者との折衝機会をふやした中で実態を把握するとともに、納付計画に伴う相談を親身に受けていく
ことも必要と考えておりますし、未納額を減らすためには、滞納者の中には多少担税力がありながら税を優先されな
いという方も現実にはございますので、これらの方につきましては給料、預貯金等の調査を行いながら差し押さえを
実施してまいります。今後も滞納者の実態に応じて滞納処分を強化していこうと考えているところでございます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　私から、まず初めに後期高齢者医療制度の評価ということについてご答弁を申
し上げます。
　平成１９年度の一般会計のうち後期高齢者医療制度に要する経費としては、北海道後期高齢者医療広域連合負担
金、後期高齢者医療制度導入に要する経費、後期高齢者医療制度創設準備に要するシステム改修委託料としての繰越
明許分を合わせて、合計２，２４８万６，７２５円を支出しております。後期高齢者医療制度の評価につきまして
は、本年４月施行の高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、北海道後期高齢者医療広域連合が保険者となり、広
域連合の条例及び市町村の行う事務に係る条例に基づき、７５歳以上等の被保険者に対しまして日々円滑な制度運営
のため、制度周知及び窓口対応に努めているところであり、市町村それぞれが制度を直接評価する立場ではないと考
えております。しかしながら、後期高齢者医療制度におきましては制度が大きく改正されたこともあり、国民に理解
されにくい部分も生じているところでありますが、国では既に保険料の追加軽減措置や年金からの保険料徴収方法の
変更などを行い、さらに平成２０年度内及び平成２１年度での追加対策について検討しているところであります。国
民に理解されるための方策を講じているところであります。したがいまして、本市におきましても制度が変更される
場合におきましては、迅速な対応と対象被保険者にわかりやすく周知することとしております。
　もう一点、エコバレーの対応のご質問でございますけれども、この点に関しましては北空知、中空知、そして砂川
地区保健衛生組合の３組合と株式会社エコバレー歌志内とで可燃ごみの焼却処理委託契約を交わしております。処理
委託料につきましては、議員おっしゃるとおり、平成２０年度より引き上げの改正となったところであります。ま
た、議員がおっしゃいましたエコバレーの平成１９年度収支につきましては、本年６月３０日にエコバレーの社長が
砂川地区保健衛生組合副組合長であります小原副市長を訪れ、説明を受けております。北空知、中空知についても同
様に各組合副組合長に報告したとのことであります。本年３月議会におきましてエコバレーの質疑があり、副市長よ
り今すぐエコバレーが撤退ということは考えていないという状況とエコバレーの施設の無償譲渡というような部分も
含めてそれぞれ検討しているというような状況にまで現段階ではなっている、３組合で意見を統一した中で将来どう
いう形で設置をするのか、それともこのままエコバレーに委託を続けるのか、検討を加えて市民の皆さんにご迷惑を
かけないような形でそれぞれ推移をしてまいりたいというふうにご答弁申し上げておりますけれども、現段階でもそ
のような形で取り組みを進めているところでありますので、ご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　建設部技監。
〇建設部技監　金田芳一君　（登壇）　私のほうから南１丁目線通り街路工事調査資料についてご答弁を申し上げま
す。
　初めに、議会に諮問案を出すと言っていたが、どうなったのかについてでありますが、諮問案の関係につきまして
は５月の社会経済委員会と６月の定例市議会の小黒議員の一般質問の中でも説明を行っておりますが、この南１丁目
線整備事業は多額な費用が必要になることから、国の協力をいただき、事業の可能性について北海道と協議を行った
結果、補助率のよい地方道路整備臨時交付金事業、補助率６０％でございますけれども、この交付金事業の採択を受
け、事業を実施して、実施したい考えでおりましたが、来年度より道路特定財源を一般財源化する方針が示されたこ
とから、地方道路整備臨時交付金事業の存続が不透明な状況にあります。ことしの３月議会で南１丁目線整備事業の
是非について、できるだけ早い時期に市議会に諮問案として提出し、ご意見を伺いたいと、考えでおりましたが、た
だいま説明申し上げましたとおり、交付金事業の存続が不透明となっている状況でありますので、いましばらく時間
をいただきたいと考えております。
　次に、原油高騰など資材の大幅な値上がりにより、総事業費４０億円は実情に合わなく、無駄な調査ではなかった
のかについてでありますが、ことし３月に終了いたしました調査測量等の業務委託は整備予定区間の道路及び河川の
平面図、縦断図並びに道路幅員と構造、ＪＲ立体交差とパンケ歌志内川にかかる橋梁の構造等の計算図、さらには概
略事業費と事業計画スケジュールを作成したところでございます。ご質問の総事業費でございますが、過去の実績や
同等の工事データを用い、４月当初の北海道標準単価で請負コンサルタントが積算しておりますので、現在の単価に
置きかえますと多少の増減はあるものと考えておりますが、前段にも説明申し上げましたが、ことしの委託業務、今
回の委託業務は道路、河川の平面図、縦断図、構造図等の作成であり、この成果品を表し、関係機関と協議検討を行
い、その決定案をもとに工事発注に必要な図面、数量、構造計算等の詳細設計を行うための重要な資料であり、決し
て無駄な調査ではありませんので、ご理解をいただきたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　（登壇）　私のほうからは、農地・水・環境保全活動支援事業に要する経費で昨年実施し
ました当該事業の成果について市としてこの事業をどのように評価しているかについてご答弁申し上げます。
　最初に、この事業についてご説明申し上げます。この当該事業は、平成１９年度から平成２３年度までの５年間の
実施期間で、国庫補助事業の実施主体は北海道農地・水・環境保全向上対策協議会で、事務局は北海道土地改良事業
団体連合会にあり、国５０％、道２５％、市２５％の負担割合で、砂川市内の７つの活動組織に対して共同活動支援
交付金が交付されております。農村地域にある社会共通の資本である農地、農業用水、排水施設、農業用道路、その
他必要な社会共通の資源を近年過疎化、高齢化等の進行に伴う集落機能の低下により適切な保全管理が困難となって
いるため、地域農業者だけでなく地域住民、都市住民の参加も含めた地域ぐるみでの効果の高い共同活動を実施し、
これらの農村環境の保全等にも役立つように資源を活用した営農活動を一体とした補助事業であります。交付金の算
定根拠は、当市の農業振興地域の農用地面積のうち参加される７つの活動組織の合計面積が田が６９２．５９ヘクタ
ール、畑が２６４ヘクタールで、それに１反当たり田で３，４００円、畑で１，２００円を乗じた額が交付金額とな
ります。市の歳出決算額、農地・水・環境保全活動支援事業負担金６６７万９，０１５円は、２５％分の負担額であ
り、北海道の負担額は砂川市と同額、国からの交付金額は１，３３５万８，０００円となり、総額２，６７１万６，
０００円が１９年度の交付金として市内７つの活動組織にそれぞれ交付されております。５年間の事業でございます
ので、事業期間までに約１億３，３００万円が７つの活動団体に交付予定となっております。なお、砂川市の２５％
負担相当額の６６８万円には、後年次に普通交付税５０％、特別交付税３５％の措置もありますので、一般財源は実
質１５％相当額の予定でございます。
　次に、具体的に実施した事業内容は、農道の補修整備、農業用施設の保全管理、農業水路の泥上げ、畦畔、用排水
路、道路歩道の草刈りなどや草刈り後に畦畔や用排水路に花を植えており、また地域環境整備の事例としては道道北
７号の子どもの国に続く道路歩道の植栽升に花を植えており、多種にわたった地域共同作業の活動を行っておりま
す。ご質問いただきました本事業の成果でありますが、農地や農業用施設等の適正な維持管理にあわせて、畦畔の草
刈りにより病害虫、カメムシ防除などで生産性の高い農業の推進と花の植栽等により農村環境の保全を行うこと等、



通行する人の潤いといやしによる貢献もあり、費用対効果の面におきましても当該事業実施により十二分の成果が上
がっていると判断し、事業目的は達成されていると評価しているところでございます。
　次に、個々の農家の取り組み、参加状況でございますが、市内農家数３１９戸のうち７つの活動組織に参加してい
る農家戸数は２３１戸で、参加率７２％となっております。今後の取り組みにつきましても、前段でご説明申し上げ
たとおり、事業成果が上がっておりますので、５年間の事業期間でございますので、自主的に取り組まれる活動組織
に引き続き当該事業の継続について実施方協議してまいりたいと考えております。
　以上でございます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　詳しい答弁いただきました。ご答弁いただきました。決算委員会もありますので、簡潔に幾つかお
伺いいたしたいと思うのですけれども、第１点目の税の滞納問題は大変なことなのですけれども、ただ私も裁判やっ
て、そして取りなさいということを言っているのではなくて、差し押さえを実施するという、以前もなのです、悪質
な場合は差し押さえも実施するということなのですけれども、やっぱり今の経済事情も反映していること、先ほど聞
きますと、倒産だとかいろんな事情が多いわけですから、経済事情もあることだというふうに思いますし、これから
も非常に厳しくなるだろうという中で職員の皆さんが大変ご苦労されていることはよく理解をしております。
　そこで、お伺いしたいのは、今まで余り差し押さえというのがなかったのですが、先ほど部長から答弁ありました
ように、もしわかればその差し押さえのような件数がどの程度あるのかだけお伺いしたいというふうに思っておりま
す。
　それから、後期高齢者医療制度の問題は、説明ありましたように、これ北海道広域連合の話でありますから、私ど
もは、ただ、今非常にこのことをめぐって国民の中に先ほど説明にありました混乱も起きておりますし、それからこ
の２０年度に一部手直しをしたということも言われておりますが、先日新聞で報道されていましたように、そのため
に国は広報費だけで８億円も支出していると。新聞に広告を出したり、いろんなことで。今国も財政が厳しい、厳し
いといいながらも、結局なかなか周知徹底できないために、そういうことをやってもなかなか７５歳以上のお年寄り
の人たちに理解をいただけないという事情もありまして、大きな混乱の要因になっています。これから政局がどうな
るかわかりませんけれども、私たちはやっぱりこういう国民に大事な医療制度であるとか、年金制度であるとか、そ
ういうものについてはやっぱりしっかりと国民の中で議論をして、そして本当にだれもが安心して生活できるよう
な、そういう制度を確立していくことが大事であって、国民をやっぱり混乱させるような制度では大変だなというふ
うにも感じておりますので、そういう意味でこの後期高齢者事業についての評価について、砂川市はこれを国の方針
に従い、それから広域連合の方針に従って予算をつくっていかなければならぬことはわかるのですけれども、しかし
この医療制度をめぐっては、先ほども言いましたように、国会でも意見が真っ二つに分かれているような状況もあり
ますし、また政府与党の中でもさまざまな意見が国民の批判にこたえて出ているという点であれば、これは今本当に
抜本的に見直すか、廃止をするしかないのでないかというふうに考えていますが、その線、市長の政治姿勢としてど
ういうふうにお考えになっているのかお伺いしたいと思います。
　３点目のエコバレーの関係は、詳しい説明がありましたし、６月もあったようでありますが、私どもいろいろ心配
するのは、これに関係する日立金属がやっている本州のほうでこの施設がだめになってしまって、結局自治体がごみ
がたまって大変なことになった事例がつい最近もあるのです。それで、現在は違う市町村のごみ焼却施設に持ってい
って焼却をしているようでありますけれども、それはその地域の皆さんや自治体の皆さん頑張って日立に全部その予
算というか、かかる費用は持たせるということで解決したようでありますけれども、そういう点でそういう事情を聞
くと非常に心配な事業があるなというふうに思うのです。したがって、やはりエコバレーの状況を正確に把握しなが
ら、今だめになったから、あした次の焼却施設というふうにはなりませんから、やっぱり先ほど言われたように、こ
の焼却施設を、自身をどうするのかと。この辺は、近隣といってもないのです。北空知も、それから中空知も砂川地
区も全部エコバレーに委託しているとすれば、大変な事態になるのでないかというふうに考えますので、そのあたり
各関係の首長さん、あるいは副市長さんあたりで、いろいろ他の町村からのお話も聞くわけでありますけれども、今
後の方向づけをやっぱり早くしなければいけないのではないかというふうに考えますが、そのあたり再度お伺いして
おきたいというふうに思っております。
　南１丁目線の問題については、今説明がありました。しかし、国の道路財源についても非常に不透明であります
し、それからきのうの市町村合併に関する市長の答弁でも財政の見通しも砂川も大変厳しい中でどうかという点では
市民の皆さんでもいろいろ関心が強いし、いろんな点で意見もたくさんあるところです。ですから、やっぱり私は砂
川市の財政の将来見通しをしっかりと立てた上でそういうことをどうするかという点をしっかりと考えなければいけ
ない時期に来ているのだろうというふうに思っておりますので、今技監は建設費は大した変わらないこと言ったので
すけれども、これから原油高騰その他でどんなふうになるのか、我々も見通しはつきませんけれども、新聞報道によ
るとさらに大変な事態になるのでないかという報道がされているとすれば、建設事業費も大幅にふえていく可能性も
あるので、その辺の見通しも、砂川市立病院の例もあって、幸い市立病院の場合は過疎債が適用されたからよかった
のですけれども、その辺はやっぱり慎重にしていく必要あるのでないかと考えますが、その辺を再度お伺いしたいと
いうふうに思っています。
　最後に、水、農地・水・環境事業は初年度で大変皆さんの努力で進められておりますけれども、ただ私が心配する
のは、一般質問申し上げましたように、ことしからまた来年にかけて非常に農業生産、肥料を初め原油、農業生産資
材が上がって農業を続けられないという声がもう全道、全国各地で、また市内でも起きているのが実態なのです。住
民の皆さんと一緒に取り組んでいますけれども、中心になっているのはやっぱり地域の農家の皆さんを中心にしなが
らこの事業に取り組んでいて、本当に５年間きちっと継続していければいいというふうに思うのですが、しかし私ど
も５年間経営はもたないと、５年どころか来年の営農すらわからぬというような実態にあるとすれば、非常に大変な
状況もありますので、やっぱりこの事業の成果を生かしていくには、やはり農家の経営が安定していく、農家の人た
ちが安心して営農が続けられていって地域の環境整備もされていくということとつながるのだろうというふうに思い
ますので、その辺で来年度以降のやっぱり見通しという点では、非常に事業そのものの中身はすごいいいのですけれ
ども、本当に続けられていかれるのかどうかという地域の実態をもう少し踏まえて、やはりさまざまな対応策をとっ
ていただきたいなというふうに私自身思っておりますので、そのあたりについてお伺いして、２回目の質疑とさせて
いただきます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員の２回目の質疑に対する答弁は、午後１時から行います。
　午後１時まで休憩いたします。
休憩　午前１１時４７分
再開　午後　１時００分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　午前中に引き続いて総括質疑を続けます。
　土田政己議員の２回目の質疑に対する答弁を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　１９年度の差し押さえ件数でございます、市税の。これについては２７件でございまし
て、平成１７年度からは給与、それから預貯金等の差し押さえもあわせて行ってきているところでございます。
〇議長　北谷文夫君　副市長。
〇副市長　小原幸二君　（登壇）　私のほうから、ごみ処理に係るエコバレーの動向も含めた今後の対応というよう



な部分でご答弁を申し上げたいと存じます。
　今エコバレーに可燃ごみの焼却委託をしておりますけれども、この関係についてはさかのぼってちょっと思い起こ
してみますと、平成１０年ころからごみ処理についてはそれぞれどういう形で対応するのかというような形の中で、
これは道の指導も含めて、これは平成１４年の１２月でしたか、ダイオキシンの規制法、これができまして、可燃ご
みを処理する場合については１，０００度以上で２４時間のフル燃焼というような形の中で、これは単独設置、可燃
焼却施設の単独設置、さらには広域設置というような部分含めて検討を加えたわけですけれども、当時の試算では民
間に委託したほうが若干安いと、こういうような状況でそれぞれ民間に可燃ごみを焼却委託したと。こういう経過が
あるわけでございますけれども、平成１５年から今まで５年間もう既に稼働し、今６年目に入っているわけでござい
ますけれども、この平成１５年からのエコバレーのそれぞれ可燃ごみの焼却見込みという部分で、当初エコバレーで
は産業廃棄物、言うなれば車のシュレッダーダストを中心に焼却をするというような部分に一般廃棄物がのっかって
いったと、こういう経過がございます。そんなような状況の中で、これは道の指導も含めて１，０００度Ｃ以上で２
４時間フル燃焼というような部分もあって、中北空知で広域でそれぞれ処理をしたほうがいいというような道の指導
もあって、深川地区、それから滝川地区、砂川地区、この中北空知を北地区、中地区、南地区に分けてそれぞれ深川
を中心とする組合、そして滝川を中心とする組合、砂川を中心とする砂川地区保健衛生組合と、こういう状況でそれ
ぞれスタートしたのですけれども、この平成１５年当初の段階でエコバレーに委託する段階で若干この機械にトラブ
ルがあったというような話も実は聞いております。そんなような状況を含めて産業廃棄物の要するに可燃量と申しま
すか、処理量、これがエコバレーで当初もくろんだより相当少ないごみの要するに収集というか、持ち込みという
か、それが当初よりも１００分の１ぐらいのスタート、当初３万トンぐらい予定したのですけれども、スタート時点
では三百数十トンというような状況が、これ過去的に実績として実は残っております。３７０トンでございますか。
それから、平成１５年、１６年、１７年というような形できましたけれども、この産業廃棄物の処理量という部分で
は、当初の計画よりも３分の１程度しか確保できていないというような状況から、エコバレーの計画そのものが狂っ
たのであろうというふうに実は推測しているわけでございますけれども、昨年あたりからこの可燃ごみ、一般廃棄物
の可燃ごみについて値上げをしてくれというような実はお話がありました。
　そんな状況で、一般廃棄物については当初見込んだ数字に大体誤差的には１５％程度の誤差しかなかったというよ
うな状況の中で、私どもの責任はないよというような状況の中で、この一般廃棄物の焼却委託についてはかなり委託
料の引き上げについては抵抗したわけでございますけれども、いかんせん相手は民間でもありますし、可燃ごみを焼
却委託をしなければ処理できないというような部分もあって、北地区、深川を中心とする北地区、中地区、南地区、
砂川を中心とする南地区、それぞれ協議をした結果、当初１万５，９６０円を２万５，２００円にしてほしいという
ような状況でございましたけれども、何とかこの３組合協議をする中でエコバレーと対応する状況の中で２年間につ
いては１万９，９５０円、それから２２年からは２万５，２００円というような状況に実は落ちついたというような
状況でございます。この２万５，２００円という部分が高いか安いかというような部分でございますけれども、これ
は道に言わせると適正な金額だというような状況も実はあります。ただしかし、私どももこの金額をある程度容認す
ると申しますか、認めていく段階では全道の各施設の部分でそれぞれ焼却費の調査も実はしております。ただ、これ
は現地調査でございませんから、実態として果たしてこの数値が果たして妥当なのかどうなのかという部分について
は、これは定かでない。これは、高いところではトン４万円から安いところではトン１万数千円でできるというよう
な状況も実はあります。そんなような状況でございますけれども、このエコバレー２万５，２００円という部分につ
いては実際にどの程度の可燃ごみの焼却委託が妥当なのかという部分を押さえなければいかぬだろうというような部
分で、これは今現段階では北地区と中地区と南地区それぞれ、保健衛生組合、砂川でいえば保健衛生組合ですけれど
も、それぞれの組合の事務局長が昨年、ことし、ことしもう既に何回か協議しております。この協議の中で、どうい
う将来形でいったらいいのかというような部分協議しております。ただしかし、若干の各組合、若干の温度差がある
というような部分もございます。この関係については、例えばエコバレーにそのまま焼却委託をするという形をとっ
たにしても平成２２年から２万５，２００円ということが言われておりますし、２５年過ぎてしまいますと、１０年
過ぎてしまいますと、もっと高くなるよというような状況も想定されます。
　そんなような状況の中でそのままエコバレーに委託というような状況をとるのか、それとも３組合で新たに焼却施
設をつくって対応するのか、それとも３組合が物別れに終わった段階で砂川地区を中心とする２市３町で対応するの
か、そこら辺の方向についてはこれは早急に方向づけをしていかなければならないであろうというふうに実は私ども
は考えております。正直申し上げまして、できるものであれば今年度中にその方向性を見出していくというような形
をとらなければ、相手は民間でもありますし、機械でもございます。先ほど議員のご指摘のように、本州では機械が
どうしようもないような状況になったというような部分もございます。今エコバレーとしては、赤字の部分をいかに
解消するかというような状況の中で一般廃棄物、この中北空知だけでなくて南のほうまでの一般廃棄物の処理も視野
に入れた中でそれぞれ努力をしているというような状況はありますけれども、今このままでいくとまだまだその焼却
委託費が高くなっていくであろうという想定もできます。そんなような状況の中で最終的にはこれは３組合の組合長
が合意のもとに、構成自治体の合意のもと、さらには各自治体の議会の合意をいただきながら方向づけについてはし
てまいりたいというふうに考えております。私どもも今どういう方向に進むのか、エコバレーにそのままいって金額
をそのままエコバレーの言うままにしたらいいのであれば、これはいいのでしょうけれども、なかなかごみ、し尿と
いう部分については自治体固有の事務というような部分もあって、いかに経費を切り詰めるかという部分が非常に大
事なことでないかなというふうに考えておりますので、これは早急に方向性を見きわめていかなければならないとい
うふうに考えておりますので、精力的に話を詰めてまいりたい。ある程度３組合で方向が出た段階では、構成自治体
にも話をしていかなければならないであろう。その間社会経済委員会等々にも逐次ご報告を申し上げながら、それぞ
れ方向づけをしてまいりたいというふうに考えております。そんなことで精いっぱい努力をしてまいりますので、ご
理解を賜りたいというふうに考えます。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　議員ご指摘のとおり、原油高騰による農業生産資材価格の高騰は、来年度の営業に、営農
に影響を及ぼすものと十分認識しております。現在来年度の営農対策としては、国の総合経済対策における農業関係
の具体的な内容の情報収集をしている段階でございますが、地元生産者団体、ＪＡ新すながわ農協では来年度の営農
対策の一環として油の高騰に関する独自対策に資金融資や農業資材購入に関する相談窓口開設を検討しており、原油
価格の動向によっては年末に小口の金融対策として低利の小口融資等も検討されております。国の低利資金の融資制
度は、農林水産省が農林漁業金融公庫に対し農林漁業セーフティーネット資金の融通措置がとられておりますが、国
の融資資金の金利が１．３５％から１．４５％で担保設定が必要、かつ融資対象が価格高騰の部分となっていること
から、実態としては融資手続が緩和されているＪＡ関連金融機関の営農用資金が利用されるものと思われます。その
原因は、農協系統資金として利子補給がある融資制度のため１％前後で資金が借りられ、手続も地元農協の窓口で対
応され、原油高騰の影響の受けた農家に対して対応を図る予定となっているところでございます。
　また、特に農業生産資材で一番高騰しておりますのが６０％ほど値上がりしている肥料でございます。農地によっ
ては、肥料の窒素、カリウム、燐の３要素のうち土壌分析により価格の高い燐とカリウムを減らすことができること
となります。現在砂川市の農家の皆様にはＪＡ新すながわが行う無料の土壌分析を受けることができますので、圃場
によっては燐とカリウムの少ないＰＫ肥料などの購入ですと生産資材の価格も安くなる営農対策も考えているところ
でございます。農業関係団体による営農対策会議において、個々の農業生産者の営農相談を受けながら来年度の営農
対策を講じられるように対応したいと考えております。



　農地・水・環境保全活動支援事業で農村環境整備とともに周辺地域の環境整備を同時に行うことで一般消費者によ
る地産地消にも結びつき、さらに当該事業の効果もあり、地域の農業振興施策の一環として継続方関係者の皆様と協
議をいたしたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　市長。
〇市長　菊谷勝利君　（登壇）　時間が余りないので、簡略にご答弁をさせてもらいたいと思うのですが、後期高齢
者の医療制度について市長は政治的にどういうふうにお考えになっておられるのかということがあって、本来これは
特別地方公共団体になっておられまして、私が本来適切にこれを答弁するのはいかがかというふうに思っているので
すけれども、実は顧みますと平成１８年の１２月議会でこの連合規約をご審議をいただきました。この際も議員の２
人の方から実は問題点が質疑されましたし、土田議員さんのほうからもことしの３月定例議会で保険料の徴収に当た
っていわば年金引き去りはいかがという問題含めていろいろご質疑ありました。私ども全道市長会の役員にもなって
いるのでありまして、これは広域連合にする際にも各首長からいろいろ問題があるぞと。もちろんこの市町村、市民
ももちろんでありますけれども、国民的にいろいろなこれはブーイングがあるだろう。年齢を７５歳で切ることはい
かがかと。そういうようなことから、国におきましても一たん制度化されましたけれども、以後にいわゆる均等割が
７割から８．５割に変わった。あるいは、年金口座をまた振替にまた変わっていった。あるいは、所得が５８万円以
下の者５割になったということで、少しは国民の期待に沿うような形に改正されているのではないだろうかと。た
だ、私どもは、やはり７５歳という後期高齢者の色分けをすることによって、夫婦でありながら別世帯になっていく
というような問題を含めて、これは問題あるぞということはいまだに私どもはそう思っております。したがって、私
自身は今まだまだこの制度は安定したということではないのではないだろうか、国もまだ試行的錯誤の中にあるので
はないだろうかなというふうに思っておりますので、今後とも国に向かっていわば市長会を通じながら広域連合の今
後のあり方、そしてこの制度の見直しというものを実は申し入れをしながらしていきたいのだというふうに思ってお
ります。
　それから、１丁目のガードの問題でありまして、まさに時間がないものですから、ご答弁簡略をさせてもらいます
けれども、言ってみれば、ご質問はやることはいいけれども、財政的なご心配があってこれは難しいのではないのか
というご質疑だと思うのですけれども、ご承知のように明治２４年に歌志内から石炭を運ぶために砂川経由をして岩
見沢で電車ができたと。このことによって砂川市とすれば、交通の要衝としてやっぱり発展の一助に実はなってきた
のでありますけれども、しかし一方東西の分断をされたということも事実でありまして、今日まできているわけであ
ります。そこで、必要な理由のことは今申し上げませんけれども、若干財政的なことでお話し申し上げたいと思うの
ですが、特に私が申し上げたのは、この諮問案を出す際には今後の砂川市の財政状況を資料として添付をしながらご
審議をいただくということを申し伝えておりますので、今後出す際にもそういう気持ちには変わりないのですけれど
も、端的に申し上げますと起債の関係からしますと平成１９年度末で約１６４億ほどの借金をあるわけであります。
ただ、この事業をするのには、恐らく完成まで１０年はかかるであろうというふうに思っておりまして、現在、これ
から１０年後になりますから、起債も借りないということはなりませんけれども、現時点で１６４億はどうなるのだ
ろうというふうに見ますと、１０年後の平成２８年には３４億２，５００万に実は減ります。そして、今大体この平
成１９年度で元利合わすと２２億ほど返済をしておりますけれども、２０、１０年後の２８年には約９億４，０００
万程度、半分以下の起債の償還で終わるであろうというふうに推測しておりまして、もちろん財政が好転するという
ことはないけれども、厳しい状況であることは間違いないけれども、かなり実は緩和をされるのではないかなと。そ
ういうことで、できればこれを早い時期にやっていきたいと。もちろん平成２０年度の予算に対しても会議所からも
一日も早くというような要請もあるわけでありまして、財政のやりくりをしながらやっていきたいというふうに思っ
ておりますし、さらに平成１６年から１８年に三位一体改革によって約６億２，０００万ほど交付税の削減、補助金
の削減あったわけでありますけれども、１１年、１２年で第１回の行革をしました。１６年にもいたしました。１９
年にもした。これが約６億５，０００万ほどありまして、いわば国の補助金、交付金の削減分を何とか議員の皆さ
ん、あるいは市民の皆さんのご理解いただいて、それらのやりくりしながら今日あるわけでありまして、総体的に苦
しいことありますけれども、何とか懸案事項だけはやっていきたいというふうにいまだに思っております。ただ、交
付金の問題が今後ありますから、さらに検討を深めなければというふうに思っています。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　委員会もありますので、私も詳しいご答弁いただきましたので、いろいろ考えの違うことはあるの
ですけれども、今最後に市長言われたように、やっぱり我々一番心配なのは財政なのです。言われましたように、交
付税は減ったけれども、結局市民の皆さんに我慢していただいてそれをカバーしたと。結局市民にその負担がかかっ
たということになりますから、やはりそういう市民負担をできるだけ軽減しながらどうするかというのは私たちも知
恵を出さなければならぬことだと思うし、きのう市長も言われましたように、無理なことしてしまうとまた大変なこ
とにもなってはいけませんし、今言われていますように、この少子高齢化社会へ向けていけば、いろんなやっぱり財
政問題での重要な課題もまた出てくるだろうというふうに考えますので、私たちもこの決算審査の中でしっかりと議
論しながら砂川市の財政がきちっとできるように努力をしていきたいと思っていますので、以上で終わります。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　（登壇）　私も一般会計に、予算に、決算についての総括質疑を行いたいと思います。
　今いろいろな質疑、答弁を聞いておりまして、また複雑な思いの中で質問をしなければいけない、質疑をしなけれ
ばいけないなと実は思っているのですけれども、まずは１８年度の決算と今年度の１９年度の決算を歳入、歳入面で
比較しますと、約１４億円もの少ない、つまり緊縮予算であったのですけれども、最終的には２億円余りの剰余金が
出せたわけですけれども、この辺の要因が一体どこにあったのかという点をまずお伺いしたいと思います。
　続いては、この平成１９年度というのは三位一体改革から税源移譲という形が具体的になってきた年度であるわけ
ですけれども、それをあらわすように市税では約１．４億円が増となっています。ところが、国はそう簡単に自治体
にお金はくれてはいないのではないかというふうに私は思っていまして、これがふえた分どこかが歳入で減っている
のではないかなというふうには思うのですけれども、その辺のところ具体的にあればお伺いをしたいと思います。
　続いては、最近実質公債費比率だとか早期健全化の基準の数値というのが注目されているのですけれども、今回の
この決算書を見て私が注目したのが、よく今までは言われていた数値なのですけれども、経常の収支比率という比率
がもちろんここにも載っているのですけれども、決算書には平成１５年からの推移が載っていますけれども、だんだ
ん、だんだんと高くなって１９年度では８９．２％にまで上昇しているという数字が出ております。一般的には市町
村では７５％を上回ると財政的に硬直化しているというふうに言われる数値なのですけれども、そういう点からする
と砂川市かなり高い数字が今回の１９年度の決算ではあらわされているのですけれども、この辺の意味するところを
どのように思われているのかをお伺いしたいと思っております。
　先ほどの土田議員の質疑の中でも不納欠損の関係がありましたけれども、これも１８年度と比較しますと、１８年
度は１，４００万ぐらいの不納欠損で、今年度は先ほどのお話もあったように５，３００万、本当に大幅な不納欠損
で、不納欠損そのものは滞納繰り越しを平たい言い方で言えばあきらめてしまうと、もう取りませんということが不
納欠損でありまして、これだけ大きな数字をこの１年間でというのは余り見たことがない数字なので、少々びっくり
しているのですけれども、先ほどもしかすると聞き漏らしてしまったのかもわからないのですけれども、これからも
このようなことが行われていくのかなのです。ここで見ても、収入未済額がそもそもがその可能性のある数字になっ
てくると思うのですけれども、市税だけでもまだ１億６，６００万ほどありますので、不納欠損に至るような金額が
ここに隠されているのではないかというふうにも思いますので、これからこの不納欠損、このような今年度みたいな



大きな不納欠損が出てくるような可能性があるのかどうなのかという点と、こういうやり方が、次にお伺いするので
すけれども、交付税、地方交付税の関係に影響してこないのかなというふうに思っているのですけれども、その辺が
どうなのかもお伺いしたいと思います。
　続いて、交付税の関係なのですけれども、今回先ほども言ったとおりに市税は１億４，０００万ほどの増となっ
て、大幅な増になります。交付税の交付というのは、大体引き算で基準財政需要額引く基準財政収入額で出てくるわ
けですけれども、今年度のように、１９年度のように１４億円も予算規模が変わっても平成１８年度の交付税額、引
き算の結果ですけれども、ほとんど需要額、収入額が同じで交付税も同じというような状況になっているのですけれ
ども、この辺の理由をお伺いをしたいと思っております。
　それから、交付税でもう一点なのですけれども、１９年度の交付税額を見ると、特交も含めてですが、４０億ちょ
っとということになります。そもそもこの交付税の中にはいろいろなお金があるのだろうと思うのですけれども、ま
ず１つ大きいのは、決算書の２８１ページにある借金の元利償還金が交付税で算入されてくるというお金がある。言
ってみれば、これはもうひもつきのお金で、借金返しに使うということになるわけで、１９年度での算入額は１０億
円ちょっとというふうに見れると思うのですけれども、さて残りの交付税なのですけれども、普通一般財源というふ
うな話をよくされるのですけれども、中にはこの交付目的がはっきりしているものというのがあるのではないかとい
うふうに思うのです。その金額は、１９年度の決算で大体どのくらいなものなのか、あるいはその金額の主な項目を
お伺いをしたいと思います。
　最後の質疑なのですけれども、歳出の不用額という点なのです。これも私ちょっと調べてみますと、各年度でばら
ばらです。今年度、平成１９年度では不用額が１億４，０００万ぐらいになっています。そもそもこの不用額という
ものが普通でいえば、初年度に、初年度って年度当初に予算化したものが結果的に使わなくて要らなくなったから不
用額ということになるのだろうと思うのですけれども、そんな考え方でいいのかどうか。
　それと、今まで調べていきますと、不用額が即差し引き残額になっていくのかどうかという点なのですけれども、
まずそこの点をお伺いをして、１回目終わりたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　７点ほどご質問があったかと存じます。一応順番にご答弁を申し上げたいとい
うふうに思います。
　まず、１番、１点目の１８年度決算の歳入と比較して約１４億円もの緊縮予算であったが、２億５５９万円の剰余
金を出した要因についてというご質問でございます。これにつきましては、平成１９年度決算、これは平成１８年度
と比較しまして大幅に減少してございます。この大きな要因といいますのは、駅東部地区開発事業の終了によるもの
がほとんどでございます。これによって歳入歳出、歳出差し引きで２億５５９万６７０円の剰余金が生じたところで
ありますけれども、予算と比較いたしまして主なものとしましては、歳入では特別交付税で５，０１２万９，０００
円、個人法人市民税で１，３３４万１，０００円の増があり、歳出では道路の除排雪等委託料、これで３，９１４万
１，０００円、各特別会計繰出金、これで１，４４２万１，０００円、障害者に係る自立支援扶助費１，３８１万
７，０００円、砂川地区保健衛生組合負担金１，１６９万円の減などがあります。剰余金につきましては、市債の償
還財源に充てるため５，５００万円を減債基金に積み立てを行い、差し引きの１億５，０５９万６７０円を平成２０
年度に繰り越しをしたところでございます。
　続きまして、税源移譲の関係の中でほかに歳入が減っているところはないのかというご質問でございます。税源移
譲の関係でございますけれども、１６年から１８年にかけて三位一体改革ということで交付税、それから補助金、そ
れから税源移譲ということで補助金をある程度削減をして、それを税源移譲しましょうということで始まったことで
ございますけれども、砂川市の関係でいきますと平成１８年度における補助金の減額分、これにつきましては２億
８，５４８万３，０００円ございました。これに対してこの削減に伴う交付税での措置分というのが８，１１７万
６，０００円、またそのほか所得譲与税として１８年度は補助金の削減分の補てんをしていただきましたけれども、
所得譲与税としてはすぐには税源移譲という形にならないで所得譲与税という形で１８年度は措置されてございます
ので、それに係る金額が１億３，８７５万２，０００円ということで、これらを足しても７，０００万ほど実は補助
金の削減のほうが多かったという実態にございます。この所得譲与税につきましては、そのまま税源移譲ということ
で１９年度においては税制改正においてフラット化というか、１０％、いわゆる市民税の６％から上げた分について
は所得税を落として双方で個人の負担はふえないようにするというような状況の額で見ますと、これは収納率とも関
係してきますけれども、当初の予算ベースでいきますと１億４，４５７万５，０００円ということで所得譲与税に見
合い分以上には税源移譲はされてきていると。ただし、当初の補助金の額から見るとそこまではいっていないという
状況にございます。
　続きまして、３点目でございます。３点目につきましては、経常収支比率の質問でございました。この砂川市にお
いては８９．２％と高い率を示しているが、この数値の意味するところについてでございます。経常収支比率につき
ましては、人件費、扶助費、公債費などの義務的な経常経費に充てられる地方税、普通交付税、地方譲与税などの経
常の一般財源の割合を示すもので、一般的には市町村、これかつて昔の話なのですけれども、７５％を超えると財政
の弾力性に乏しいというふうに言われているものでございます。砂川市は、公債費の償還金の額が多いことなどから
８９．２％となっておりますので、公債費負担適正化計画による公債費の削減に向けた取り組みなどを進めていかな
ければならないというふうに考えているところでございます。
　なお、参考といたしまして平成１８年度における比率ですけれども、類似団体では９３．７％、北海道市町村の平
均では９１．１％、全国市町村平均では９０．３％でありますので、砂川市は公債費は多いのでございますけれど
も、経常経費の中でも人件費の割合が少ないということもございまして平均を下回っているという状況にあります。
　続きまして、不納欠損の関係でございます。先ほど土田議員の中でご答弁を申し上げてございますけれども、これ
からもこのようなことが行われるのかというご質問でございます。昨年の決算委員会の中で申し上げたのでございま
すけれども、今交付税も大きく変化を遂げてございまして、交付税の算定基準の中で地方応援プログラムというのが
ございまして、行革に取り組んでいる団体、または収納率、これの向上に努めている団体については交付税で配慮さ
れるというような状況に今日なってきてございます。昨年申し上げたのですけれども、砂川市においてもある程度過
去的には積み残した、取ることもできないようなものも残してきた経過があるから、これについては何とか整理して
いきたいと。ただし、そのときにはそれ以上は申し上げなかったのですけれども、先ほど土田議員の中でもそれらの
整理する条件については申し述べましたけれども、単純に滞納をして悪質、いわゆる悪質な滞納者、これについては
不納欠損とする考えはございません。あくまでも時効は５年でございます。ただし、分納の誓約をしているものにつ
いては時効が停止するというのがございますので、それらについては落とすことはいたしません。ただし、先ほど条
件述べたように、誠実にそれにこたえてきて、かつ５年以内に滞納がないと、そして所得状況も厳しい中でもやって
こられた方についてはある程度そういう条件をつけた中では整理していきたいというのがございます。
　それで、これをいつまでやるのかということでございますけれども、昨年は年次は明示しませんでした。１４年、
時効の以前の１４年までの額については６，６００万ほどございます。これを何とか中を精査した中で、税の公平性
を勘案した中で２カ年で何とかこの積み残してきた分については整理をし、これを整理することによって収納率につ
いては、ちょっと今定かに申し上げるのは危険なのですけれども、概算では２％ほど変わってくるのではないかとい
う試算もございます。これらについては、何とか議会のご理解を得た上で２年間でこれらについては整理していきた
いという考えでございますので、ご理解を願いたいというふうに考えております。
　続きまして、交付税の関係で２点ほど質問がございました。交付税の中で予算規模が前年度と比較して約１４億円



違っているのに、平成１９年度の基準財政需要額、収入額の差がほとんどないというのはどういうことなのかという
ことでございます。地方交付税のうち普通交付税は、各地方公共団体の標準的な財政需要及び財政収入を合理的に測
定するために一定の方法により算定するものであり、特に建設事業の多寡なども考慮されるものではなく、予算規模
とは直接的には連動しないものでありますが、基準財政収入額につきましては市税の一部などで当該年度の課税の状
況から算定するものもありますので、この部分としましては予算額と関連するものであります。
　次に、交付税の使途、いわゆる交付目的がはっきりしているものについての項目及び金額でございますけれども、
地方交付税はあくまでも一般財源でありまして、使途が定められているものではございません。現状の中では、国保
会計の財政安定化支援事業に係る普通交付税の需要額を国保会計繰出金として、また病院事業に係る普通交付税の需
要額、特別交付税の算定額について病院会計繰出金として金額を繰り出しているところであります。
　続きまして、歳出の不用額でございます。歳出の不用額とはどのように考えればよいのかというご質問でございま
した。平成１９年度の不用額は１億４，０２４万６，６４６円となっております。特徴的なものといたしましては、
降雪量の減少などに伴い除排雪に係る経費の委託料などで不用額が生じたこと、それから砂川地区保健衛生組合にお
いてごみ処理手数料、資源ごみ売払収入の増により砂川市の負担金が減額となったことにより不用額が生じたところ
であります。また、事務的経費の節減に努めているほか、扶助費につきましては給付額に変動があるため予算不足と
ならないように予算計上しておりますので、実績としては不用額が生じると。それから、医療費、介護給付費に係る
特別会計繰出金についても同様な理由で不用額が生じるところでございます。
　続きまして、一番最後何だ……不用額と歳入歳出の差引額がイコールとなるのかというご質問でございました。不
用、歳出、歳出の差引額についてはあくまでも歳出と歳入との差額でございまして、不用額については今申し上げた
のは歳出のほうの差額ということでご理解を願いたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　いろいろとお答えをいただいたのですけれども、細かく２回目をお伺いするつもりはないのです。
今議会いろいろ通じてとかして、どうも砂川市は今財政的に厳しいのか厳しくないのか市民の皆さんは非常に迷って
いるのではないかと思うのです。つまりきのうあたりの副市長のお話でいけば、まあまあ、これからも行財政改革も
しなければならないかもしれないけれども、何とか乗り切れるとか、先ほどの市長のお話、南１丁目線の関係とか、
実は僕はそうではなくて相当厳しいだろうなと、今。そういう意味からして８９．２％の経常収支比率というところ
もお伺いしたわけですけれども、ただこれは先ほどのお話だと類似団体、あるいは全国平均はもっと高いので、ま
あ、うちはまだ何とか大丈夫ですと、こういうお答えなのです。どうもこの辺のずっと今までのお話の流れがもしか
すると砂川の財政状況を見誤らせてしまうようなご答弁が多かったのではないかなと思っておりまして、現実的に言
うと、この１４億もの緊縮予算であったというところは、要するに今の駅東部の関係がなくなったからそっくりその
まんま起債も借りなくなったし、予算が小さくなったのだと。それでありながらも２億円余ったのでということにな
るのだと思うのですけれども、ただ１８年度と１９年度を比較すれば、建設事業費は２５億から９億と一挙に少なく
なっていっているような状況で、きのうかおとといかも話しました、これからもっともっと下がっていかなければな
らないということは現実としてあるのだろうとは思うのです。ところが、そこがなかなか伝わっていないのではない
かなというところは、僕が今一番感じているところなのですけれども、経常収支比率、ほかと比較してという問題で
はなくて、この８９．２％、もうほぼ９０％に近いということは、市長がある程度政策的に使えるお金というのが本
当にないということを示しているのだと思うのです。そうなってくると、ではうちの市長はこれからお金がない中、
自分の政策予算がない中で何に重点を絞ってやっていこうかということになってくるわけです。そうなると、ではそ
れ南１丁目線なのですかというお話ですよね。先ほど市長は、いや、何とか財政状況を見ながらもそうしていきたい
のだという、はっきりとお答えになっているのですけれども、いやいや、果たして本当にそうなのだろうかという、
この議論はまた違う議論だとは思うのですけれども、市長、自分で大体１９年度で自由になるお金というのは市長の
ポケットの中には大体どのくらい入っているものなのですかねという、お答えをちょっといただきたいのは、ほとん
どがやっぱりもう義務的な経費がほとんどのうちの今の予算なのだろうと、予算って決算も含めてのことですけれど
も、でもとても華々しい話がいっぱい出てくるものですから、うちの場合。そこで、見誤ってはまずいかなという意
味も含めての今回の総括質疑なのですけれども。
　あと、不納欠損の関係はわかりました。今までお金があるようになっていたのに、実はもうこれは取れない、取れ
て、取れないようなものがお金としてこの決算書や何かには残っているわけです。例えば調定額というのがあるので
すけれども、調定額というのは物の本を調べれば、本来砂川市が確保でき得るべくお金がこれだけですと。ところ
が、予算現額というのは予算として使えるお金、この差が２億円もあるわけです。では、その２億円は一体どこにあ
るお金なのだということをずっと僕は疑問に思っていまして、実は収入未済額として本当は取れるものを取れていな
いとすれば、税務課の職員頑張ってやっているのはわかるのですけれども、本来取らなければならないものが取れて
いないでそのまんまなっている。それは、仕事がちゃんとできているのかという形にもなりかねないわけで、そうい
う意味でいえばこの不納欠損を一気に片をつけていくということについてもよっぽどうまく広報をしていかないと、
さっき総務部長がおっしゃったように、じっと黙って５年間していればこれはもうそのうち言ってこないのではない
かとかいうモラルハザードにもなりかねないというか、とても難しい微妙なことに今手をつけられたのだろうという
ふうに思うのですけれども、そういう点でいけば今回のこの平成１９年度の決算というのは相当特色的な年度にこれ
からの砂川のことを考えるとなっていくのかなというふうにも実は思っています。１９年度の決算見ると、非常にお
金のない中でどう市長は政策をやっていくのかということになってくると思いますし、市長がこれまでたくさんあっ
た借金をかなり頑張って少なくされながらもいろんな事業をこなしてこられたというふうには私は思っているのです
けれども。
　先ほどの交付税の関係で１つお伺いしたいのは、総務部長は交付税というのは一般財源で使途は定められていない
というようなお話をされました。よく最近の国の政策というか、出てくるのは、交付税措置をしますというのがよく
出てくるのです。それは、そんなに大きなものではないのですけれども、例えば学校図書費を交付税措置します。今
回も中江議員がお話しになっていた問題があるのですけれども、ちょっとそれ僕もフォローしようと思うのですけれ
ども、つまり国は一つの目的を持って交付税措置をしますと言っているわけです。つまりそれは何かといえば、特別
教育支援員について２０年度でいえば３６０億円を交付税措置しますと。これは、各市町村の学校単位、全体の単位
として１校当たり１２０万円になるのだということを言っているわけです。この１９年度の決算でも、いや、この１
９年度でもその交付税措置はされているのです。その交付税措置は、今年度よりは少ないけれども、全体的には２５
０億円、この特別教育支援員の配置について交付税措置をしているというふうに言っているわけです。ところが、今
回の１９年度の決算を見ると、そこはどこにもないのです。となると、国は交付税措置をこの項目についてしますよ
と言っていながら、市町村が、いや、うちのまちがそれをしないということは一体どうなのですかという話なのです
けれども、そんなことですべてがみんな、確かにお金は色はついていないとはいいながらも、出すほうは交付税措置
としてこれだけのものは何とかするようにという形で出しているものが、もらった側は一般財源だといってこっちの
ほうに使ってしまおう、こっちのほうに使ってしまおうというのでは私は本来ではないのではないかというふうに思
っているのですけれども、そういうことってほかにたくさんあるのではないのかなと思って聞いているのですけれど
も。ただ、私が今特にお伺いしたいのは、特別教育の支援員の関係のお金というのは一体１９年度の決算ではどこに
行ってしまっているようになっているのか、かなり細かい話に最終的にきゅっとなってしまったのですけれども、そ
の辺のところをちょっとお伺いをしたいと思います。
　それと、不用額の関係なのですけれども、先ほど１回目でちょっと質問したときに触れたのですけれども、これ予



算としてこのぐらいの予算を確保しますと、ところが決算になったらこの分が不用になりましたということになるわ
けです。これ言い方によってみれば、予算の配分が本当にきちっとなっていたのかどうかという評価につながると私
は思っているのです。降雪量の関係で５，０００万とか、いろいろなお話がありました。これ仮にその予算をもう少
しきちっきちっと立てていったときには、この不用額というのは少なくなってもいい要素だと思うのです。つまりお
金がない中でどれだけの事業をやれるかというのは、ここに僕はかかっているような気がするわけです。不用額が１
億４，０００万円あるわけです。その中にはどうしても不用になるものというのは、これだけはとっておかなければ
ならないものというのはあるのかもしれません。ただ、一つ一つのものを精査していったときに、数千万の単位でこ
のお金を違う事業に使えるという可能性は出てきているのではないかというふうに思うわけです。その辺のところ
は、私のこの認識というのは間違っているのかどうか、２回目にお伺いをしたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員の２回目の質疑に対する答弁は、休憩後に行います。
　１０分間休憩いたします。
休憩　午後　１時５８分
再開　午後　２時０８分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　総括質疑を続けます。
　小黒議員の２回目の質疑に対する答弁を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　それでは、私のほうから交付税制度に係る問題と、それから不用額、これについてご答弁
を申し上げたいと思います。
　まず、交付税でございますけれども、この交付税制度そのものといいますのは人口１０万を基準として算定されて
ございます。もともとこの制度自体というのは、税収の少ない市町村、多い市町村も全国一律のある程度の一定規模
の標準的な事業ができるようにというふうに、ということからつくられた制度でございまして、その配分方法をどう
するのかと。例えば税収の少ない市町村にあってはどうするのかと。その積算の根拠としてそれぞれ議会費なり総務
費、企画費などで、または教育費、学校数だとか、いろいろ人口、面積、それを基準にして交付してくれるものでご
ざいまして、これについては先ほども言いましたけれども、全国標準的なある程度の事業をできるものを積算するた
めの、ちょっと乱暴な言い方ですけれども、道具、ツールといいますか、道具といいますか、それを積算する根拠を
持たしたものでございまして、必ずしもそこに積算されているからそれをやらなければならないというような種類の
ものではございません。交付税で措置されていなくてもその自治体によっては市長の裁量の中では基準外の事業もす
ると、それが地方自治の趣旨であり、本旨でございますので、全国一律に同じような事業をすれというふうなもので
つくられたものではなく、あくまでも地方交付税というのは財源保障、財源の弱い団体の財源保障という制度という
ふうに理解していただきたいというふうに思います。
　それから、不用額の関係でございます。１９年度繰越金で結構多額な額がございましたけれども、そのうちの半分
１億については除雪費、それと特別交付税、これ合わして１億でございまして、この辺をなかなか正確に読むという
のは、現実的にはあくまでも積算は国の基準の中で何％削減といえば、それで見るのが本来の趣旨でございますし、
除雪費につきましても過去的には途中の補正ということなく、年間通してある程度業者にも支払えるように当初から
予算を組みなさいという議会の要望もございまして、ある程度１億５，０００万という数字を組んできたというのが
ございまして、半分は、その両方で半分を占めていると。そのほかの金額でございます。大変細かいものがいろいろ
重なってございますけれども、扶助費、特に扶助費は多いのでございますけれども、ある程度この予算の時期といい
ますのは１２月に積算をします。１２月に予算を出して予算書をつくると。しかし、その後の執行については３カ月
ございます。特に扶助費については、人数が変わってくれば当然金額も変わってくると。ただし、予算が不足して支
払えないという状況は避けなければならないというのがございますので、ある程度それらも対応できるところも見込
みながら予算を組んでいるという実態もございますので、余したから悪いというものでもなく、あるから使えばいい
というものでもございませんし、事務費的にも必要になる分もございますので、ある程度小黒議員言われるとおり、
予算をある程度しっかり近く、近い数字で組むのは財政論としては原則なのでございますけれども、扶助費について
はなかなか難しい面もございまして、これらについてはどうしても不用額が出てくるということがございますので、
その点については十分ご理解を願いたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　市長。
〇市長　菊谷勝利君　（登壇）　市長のポケットマネーと言ったら表現いいのだかわかりませんけれども、いわば事
業費はどの程度かというと、大体３億前後が使える事業費でないかなと。常々私申し上げているのは、砂川の財政規
模はどうかというと、１００億ぐらいが精いっぱいの規模だろうと。特に１００億の中に経常費が一体どういうふう
になるのだろうと、それから臨時費はどうなのだろうと、こういうことなのです。ことしの当初予算は１０５億４，
０００万でございますけれども、この５億４，０００万は借換債でございまして、高い利息の分を払って安い金利に
振りかえたと、５億４，０００万を。したがって、歳入歳出５億４，０００万持っているわけでありますから、実際
１００億の予算なのです。ことしは財政的に少しよくなったのは、今までは大体１００億のうちの９７億が大体この
経常費で、３億が事業費というふうな振り分けがあったのですけれども、ことしはたまたまこれが９２億ほどに経常
費は下がったと。もちろん今まで行政改革したことも大きな要因でありますけれども、同時にその行政改革やった職
員費が１億１，６００万ほど落ちた。あるいは、振興公社の貸付金の１億６，８００万がなくなったと。さらにま
た、起債の公債費が８，０００万ほど減ってきたというようなことから経常費が落ちたと。ただ、私も議員のときよ
く前市長に質問したのですけれども、経常費なのか事業費か長年やっていると振りかわることあるのです。例えば街
路灯が毎年同じように出る場合、それ事業費に見るのか、あるいは臨時費に見るのか、経常費かというと、恒常的な
ものいかがかなと。特に除雪１億５，０００万ほどあるのでありますけれども、そういうようなことからすると通年
ずっとやっていくと経常費から、いや、臨時費から経常費にかわるということですから、その差は首長によっては若
干異にするようなことありますけれども、ただ３億といいますけれども、今補助は大体２分の１で、残りは起債で１
００％ということになると、３億といったら３０億の事業もやろうとすればできます。ただ、修繕や公営住宅や学校
の修繕維持になると単費になりますから、そんなことにならないけれども、ただ後々の支払いを考えると、余り起債
は借りないようにやっていかなければならないということでございまして、３億前後をめどにして臨時費を予算計上
していきたいというふうに考えております。
　それと、前に小黒議員さんにも１丁目のことお話ししたのですけれども、やっぱりめり張りつけるということは、
ただ毎年舗装をだらだらやるとかそういうことでなくて、やっぱり財政を見比べながらどうしてもやらなければなら
ないものは思い切ってやろうと、やらないものは頑張ろうと、いや、我慢しようと、こういうめり張りをつけた財政
運営というのは必要なのではないだろうかなと。ただ、やっぱり我々は、地方交付税が４０％近く歳入占めているわ
けですから、これに手をつけられているわけですから、大変財政的に厳しいということでございまして、今行革とい
うのは名前はいいけれども、サービスを低下させているということも事実でありますから。したがって、このサービ
スを低下しないでやるということになると、住民の協力を得なければやっていけないものになるのではないだろうか
なと思いますけれども、これから知恵を絞りながらより好転をするような財政運営をしていきたいものだと言ってお
きたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　今議会を通じてでも一般質問なんかを同じように聞いていると、我々がいろいろな市民の皆さん方



の要望を受けてここで話している内容というのは、本当にお金に換算すると大したことではないのです。例えば引き
合いに出して申しわけないですけれども、妊産婦の健診の話がありましたよね。あれが５回を例えばですよ、例えば
１０回にしたとしても１３０人の妊婦さんが出産をするとして７００万。もう一つ、例えば７５歳以上の健診の話も
出てきましたけれども、これも４００円で１，０００人の方で４０万というぐらいの、もう今我々も予算なかなかな
いのわかっているわけで、ただ結果的にそれをどういうふうに予算をつけてもらうのかということはやっぱり市長の
裁量だったり、皆さん方の考え方ということになっていくのだと思うのです。数千万の中でいろいろな我々が要望す
る事業というのはできていくのかなというふうにも思っているわけで、さっきから不用額、何で不用額って、平成１
８年度は不用額が２億あったり、１９年度が１４、いや、１億４，０００だったりとか、もっと少ない７，０００万
ぐらいのときもあったりとかとかなりばらつきがある、年度年度でいろいろなことがあるのだろうとは思うのですけ
れども、本当に一つ一つをきちっと把握していっていただいて予算を執行していっていただかないとまずいなと、そ
ういうふうにしていただきたいなというふうに思うわけです。１４億の予算が少なくなっていってもことしは２億、
１９年度は２億が余ったよと。この２億の中でかなりの事業もまたできることも間違いないわけで、残して借金を減
らして基金を積んでいくことも確かに大事なことだとも思うのですけれども、そこら辺のめり張りというか、どうい
うふうに今後つけていっていただけるのかなということをこの決算の中で私は感じているのですけれども。
　もう一つ、総務部長は事務的なお話としての答弁で、まさにそういうお答えになると思うのですけれども、我々か
らしてみると、例えば物を見て交付税の算入されていますよと、この案件で。さっき私が言ったのは、特別教育支援
員を配置するために文科省はこれだけ交付税に算入しましたと言われれば、当然それって予算につくものだと、反映
されるものだと思いますよね。国のほうも当然そうだと思ってつけているのだと思うのです、実は。ところが、こっ
ち入ってきてしまったら、お金に色ないから、違うお金に使ってと、こんな話になるわけです。１２０万円、１人支
援員をつけるために交付税措置として１２０万円を出しました。市内に７校小中学校ありますから、実は８４０円
分、いや、８４０万円分の交付税を国は渡していると思っているわけです。と僕は思うのです。だけれども、予算に
反映されていないぞ、決算にもないぞとなっていったときに、そのお金一体どこ行ったのだと。この支援員というこ
とがだれも要望していないのならいいのですよ、それ勝手にやって。うちは必要ないから、違うところに裁量として
使っているのだというのならいいのです。ところが、学校からはちゃんと要望があるはずですね、教育委員会では。
あるはずなのに、地元も望んでいるのに、だけれどもお金に色がないからって実は違うところに回ってしまってい
る。違う。違うように思えないのです、僕には。だとすれば、何で交付税措置をしているという言葉になるのかとい
うことなのですけれども、それがとんでもない勘違いなら見識を違うふうにしないと、国にだまされているのか市に
だまされているのかということになりかねないのですけれども、少なくとも私が見ている限りは国は、今現実的には
特別教育の支援員のことしか頭にないので、ここに集中してしまうの、皆さん方にお許しいただきたいのですけれど
も、やっぱり普通だとおかしいですよね、幾ら市長が首横に振っていたって。国は、交付税措置している。しかも、
全国の学校数に見合うだけの予算措置５６０億円していますよと宣伝しているのです。違う。どうしても市長は違う
と言うね。
　まず、総括質疑ですから、余りいろいろな話をしてはいけないと思いますし、できればここでさっきの南１丁目線
の話もやりたいところなのですけれども、本当に今砂川市はごくごく自由になるお金少ない中で議員もいろいろな人
たちの要望を受け、自分たちでも考えながらこういう施策をとにかくやってほしいな、本当に僕らの言うこと、何十
万とか何百万の話だったりすることが多いです。そういう意味でいえば、財政的には非常に大きな規模なのだけれど
も、自由に使えるお金というのは本当に少ないのだろうなというところを今回のこの決算書を見ながらつくづく感じ
ているわけで、そういう意味からしていけばこれからますますしっかりと財政運営をやっていっていかなければなら
ないのだろうというふうには思っているのですけれども、どうもさっきの市長が一生懸命首を振っているところだけ
は何とかご答弁をいただきながら下がりたいなと思っていますので、よろしくお願いします。
〇議長　北谷文夫君　副市長。
〇副市長　小原幸二君　（登壇）　私のほうから交付税の関係についてちょっとお話をさせていただきたいというふ
うに考えますけれども、実は今お話しの交付税、要するに交付税に算入したというようなお話でございますけれど
も、実態として今この決算書の４１ページを見ていただければおわかりいただけるのかなというふうにも考えますけ
れども、実態として砂川市の予算は約１００億というような状況がございます。ここに普通交付税と右側のほうに書
いてあって基準財政需要額５５億９，２００万、大体５０億から６０億の間というような状況になっております。で
すから、大体砂川市の要するに必要な経費については、国では５５億９，０００万という見方をしているというよう
な状況でございます。それで、結果的に基準財政収入額１９億９，２００万を差し引いて普通交付税は３５億交付さ
れると、こういう実は仕組みでございます。
　それで、交付税についてはいろいろちょっと中身的には非常に難しいのですけれども、基本的に例えば消防費です
とか、道路橋梁費ですとか、それから学校、義務教育費だとか、いろんな部分があります。それで、学校、例えば学
校１つを例にとると、学校数に応じて１学校幾らというような基準財政需要額が組まれております。学級数１学級に
ついて幾ら、そして児童生徒数について幾らというような形で組まれています。それで、学校、１学校について、１
学校を運営するために通常この程度かかります。その中で結局細かに、結局要するに例えば学校支援員が幾らだと
か、いろんな部分で結局通常の運営経費については細かに分かれて幾らというような形で組まれている。文部科学省
なり総務省では、基準財政需要額に算入したよというような状況でそれぞれ各年度かなりの数出てまいります。しか
し、それだけ交付税がふえているかというと、実態として算入するものはしているけれども、基準財政需要額、単位
費用と申しますけれども、要するにどの程度の部分に何がどの程度かかるという部分が積算されているのですけれど
も、その単位費用で結局金額を落としていったり、ほかのものを落としていったりというような状況の中で総体的な
交付税を調整していると。こういうような状況ですから、何々をどれだけ算入したという裏には必ずどこかで何かが
落ちていると。こういう実は減少が顕著に見られると、こういう状況でございます。そんな状況の中ですべて交付税
に算入していったというような形になると、交付税どんどん膨れていくというような状況になりますから、それでは
国の財政がもたないというような状況で国の交付税、交付金についてもそんなにそんなに毎年変わっていない。そし
て、結局人口の規模の多いところについては、人口に応じて一番積算される部分が多く算入されますから、交付され
る金額が多くなるというような状況ですけれども、学校数、学級数という部分では砂川市はかつて小学校１０校から
５校に減らしていったというような状況の中でかなり圧縮されているというような状況もございます。ですから、交
付税に算入されている部分をすべてやったに、やったと仮定すると、これ全然結局、それぞれの結局事業運営できな
いというような状況になります。交付税に算入されている以外の部分もかなり結局行政経費としてはかかっていると
いうような状況でございますから、すべて結局交付税に算入されている部分がすべてそれに結局対応できるというよ
うな状況にないということをご理解をいただきたいというふうに考えます。
〇議長　北谷文夫君　他にございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第１７号の総括質疑を終わります。
　続いて、議案第１８号の総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
　中江清美議員。
〇中江清美議員　（登壇）　それでは、私は国民健康保険の特別会計について何点か総括質疑をしたいと思います。
　平成１９年度は、保険税率の上がった年でありますので、収入としてはふえているのですが、歳入はふえているの



ですけれども、ただ全国的にこの国保料の問題というのは結構出されておりまして、滞納者がふえていたり、保険料
を払えなくて資格証明書とか短期証の交付につながることが多い傾向にあるということで全国的に国保の関係では出
されているのですけれども、砂川市の場合はそういう１９年度の決算の中でどういうような状況になっているのか、
その辺をお伺いしたいと思います。
　あと、２点目としては、先ほど、今もいろいろ不納欠損のことで議論あったところなのですが、国民健康保険税も
今年度は例年になく多い額なものですから、監査の報告の中で時効完成とか執行停止によるものであるということな
のですが、この点もっと具体的に内容をお伺いしたいと思いますし、あとまた今後滞納金とか、それについても先ほ
ど市税の中で議論されていた内容で同じような回答が来るのかなというふうには思っておりますが、やはり国保税、
やはり住民の健康を守る保険、大変重要な会計なものですから、その点についてもお伺いしたいと思います。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　平成１９年度に保険税が上がったことによる資格証明書及び短期被保険者証の
本市の交付状況について、まずご答弁申し上げます。
　資格証明書につきましては、１年以上の滞納などが交付基準となっておりますので、平成２０年度の交付数が確定
していない状況での判断は難しいところでありますが、年度当初の５月１日現在の交付数を比較いたしますと、平成
１８年５月１日現在では１２０世帯、平成１９年５月１日現在では１２３世帯、平成２０年５月１日現在では１１６
世帯となっておりますので、この数字から想定いたしますと国保税を上げたことによる資格証明書交付の影響は小さ
かったものと推察しているところであります。また、短期被保険者証につきましては、平成１８年５月１日現在で８
４世帯、平成１９年５月１日現在で９２世帯、平成２０年５月１日現在で８１世帯となっておりますので、被保険者
証、短期被保険者証につきましても影響は小さかったものと推察しているところであります。資格証明書及び短期被
保険者証の交付においては、国保税を納めていただいております世帯との整合性を図りながら、滞納世帯の状況を十
分に考慮して交付することとしているところであります。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　私のほうから、不納欠損額の大幅増加の要因及び未済額の解消対策についてご
答弁を申し上げます。
　国保税の平成１９年度の不納欠損額は３，３１３万６，５６２円で、昨年が１，２３８万６，８４３円でありまし
たので、約２，０７５万円増加しております。昨年と比べ大幅に増加となった、増額となった理由としましては、こ
れまで納税義務者の死亡や転出先不明者など極めて限定的なものを対象に実施してまいりましたが、国民健康保険で
は収納率に応じて調整交付金のペナルティーが定められており、平成１９年度までは当該年度課税分の９３％以上が
ペナルティーのない収納率でありました。今後の方針として、過去の未納額である滞納繰り越し分の収納率も加えて
一定の率を定めようとする動きがあることから、国保税の収納対策には滞納繰越額の縮減も必要となったところであ
ります。そのため、平成１９年度の不納欠損に対する考え方を地方税法第１８条に基づき消滅時効である平成１４年
度以前の滞納分の約８，２００万円を対象に一部納付や滞納処分等で時効が中断しているものを除き、主に地方税法
第１５条の７、執行停止の要件に該当するものを抽出した中で整理を進めてまいりました。具体的には一般会計の市
税と同様な考え方で欠損の該当者としたところ、欠損額は１１６件で３，３１３万６，５６２円となりました。内訳
としましては、市内居住者が８７件の２，６６７万１，５６２円、市外の者が３１件で６４６万５，０００円であり
ます。
　また、欠損金の処理でありますが、地方税法の規定により時効により納税義務が消滅したり、滞納処分をすること
ができない要件に該当し、一定の期間が経過したものについては滞納している税は徴収することができなくなりま
す。そのため、徴収できなくなった税金は欠損処分することで滞納税額より除外することとなります。すなわち、１
９年度中に欠損処分した税額について年度末に不納欠損額として決算処理をし、次年度以降の滞納税額から除くこと
となるものであります。
　未納額の解消についての対策につきましては、短期証、資格証明書を活用した納税折衝を進めつつも市税の収納対
策同様に、いわゆる税をきちんと納めている方とそうでない方の不公平さを許さないという方針のもとに電話連絡、
臨戸訪問による納税折衝に加え、夜間納税相談の開設や夜間納付窓口の設置、市外転出者に対する管外徴収等を実施
しながら、平成１８年度から積極的に行っている差し押さえ等を状況に応じて強化してまいりたいと考えているとこ
ろであります。
〇議長　北谷文夫君　中江清美議員。
〇中江清美議員　今部長のほうからいろいろご答弁いただきました。それで、収入、収入率というのですか、今年
度、１９年度は上がっていますけれども、ただやはりその中で資格証明書を発行されている方、１８年からずっと見
ますと少し少なくなってきているということですが、やはり１２０から１２３、ことしは１１６ということで、結局
この方たちというのは保険証を、実際に病院にかかるときに窓口で全額払わなければならない人たちがこれだけいる
ということなのです。全国的にこういう慢性疾患とかいろいろ病気が抱えていてやむなく仕事ができなくて国保税が
滞納されて、そして資格証明書になって何かすぐ病院に行けなくて、そして急にどうしようもなくなって行って手お
くれで亡くなるというのがここ最近全国の中でも何例か出ております。そういったことで保険証というのはやはり命
綱、最後の命綱なものですから、部長のいろいろな公平性というか、その税を払っている人、払っていない人の公平
性という言葉も何回か出てくるのですけれども、私はやはり砂川市として砂川市民、本当に悪質でお金を払わない人
たちに対して資格証明書というのはわかるのですが、本当に払えない人たちの援助というのですか、その資格証明と
いうのに対しての対応というのですか、やはり命を守る最後のとりでというか、それは自治体の役割ではないかなと
いうふうに思うものですから、それとあと国保に入る方というのは今後退職された方やら、それから若い人たち、今
派遣とか雇用、不定期の雇用されている方とか、そういった方で国保に入る人たちというのはいろいろ多様化してき
ていて、農家の人たちもそうです。今までは第１次産業の方が多かったのかもしれないのですが、そういったことで
多様化されてきて社会的ないろんな環境のもとでそうならざるを得ない人たち、そういう人たちを、やはり国保の制
度というのは、日本というのは全部皆保険、どこに行ってもその保険証一つでかかれるといういい制度ということで
ずっとこれまできたと思うのですが、数年前から証明書、資格証明の市町村に義務化というのですか、かなり厳しい
状況になってきているということで資格証明を発行せざるを得ない状況になってきているのですけれども、もともと
国保に、会計に国がどのぐらいお金出しているかといったら、ここでも会計の中で出ていますけれども、２５．何％
といって大体４分の１の予算しか国は国保に、会計には出していないわけです。ということは、今後本当にこういう
国の支出が自治体に対して少ないわけですから、今後いろいろ治療する方、病院にかかる方がふえていくと。また、
今回値上げしても実際には八百何万ですか、差し引きして８５０、８１８万か、差し引き残高、値上げしても８１８
万のお金が１９年度は残るわけですけれども、でも本当にこの先を考えますと、いつも住民が負担していかなけれ
ば、今後期高齢者制度も始まって国保の人は介護支援金ですか、それから介護保険、それから医療費と本当に負担が
ふえてきているので、その辺では市長会なんかでそういう国の国保に対する支出がどんどん、どんどん、一時は５
０％近く、約２分の１が国の支出であった会計なのですけれども、それが年々こうやって下げられてきているという
ことでは自治体としては当然厳しくなりますし、そこに住む住民の健康もやはり守られなくなるということで、やは
りそこら辺で市長としてはこういうことでこの先本当に住民の負担もふえてまたいくのではないかなと私心配なもの
ですから、その辺でちょっとどういう市長はお考えかお伺いしたいなと思います。
　それと、もう一つ、不納のことはいろいろなこれからの会計のいろいろな変わってくるということで、その前にい



ろいろ処理をしておかなければならないという部分での措置というふうにも受け取れたのですが、結構あれですよ
ね。それで、先ほど交付税の算入のことでいろいろやりとりあったのですが、普通会計から国保会計への繰出金とい
うことで平成１８年度のちょっと資料あるのですが、普通交付税、国保分の措置額ということで砂川市に３億２，６
７９万２，０００円という額が来ていると、措置額ですね。そして、実際に普通会計から国保会計へ繰り出ししたの
が１億７，１３０万２，０００円ということなのですが、これは全道のいろいろ市町村の例を見てみますと、国保分
の措置額をより以上に負担している市町村が多いわけです。たまたま砂川はその措置額よりも半分、半分というか、
結構少なく、ということは頑張っているという状況なのかというふうに思うのですが、それの関係についてその辺ち
ょっとわかりやすくお話伺えればと思うのです。
　まず、そういったことでお伺いします。
〇議長　北谷文夫君　副市長。
〇副市長　小原幸二君　（登壇）　私のほうから資格証明、さらには短期証という部分について。
　確かに平成１９年度国民健康保険税率を改正して、した部分がございます。ただ、根本的にご理解いただきたいの
は、国民健康保険という部分については相互扶助の精神から成り立っている制度だという部分はご理解をいただきた
いというふうに考えます。これは、相互扶助という部分で国も市町村も、それから被保険者も責任があるというよう
な状況で、それが基本であるというような部分をまずご理解をいただきたいという部分がございます。そういった中
で平成１９年度国保の税、増税と申しますか、引き上げたというような経過がございますけれども、基本的に税を引
き上げたという部分はございますけれども、限度額、これは昨年かなり上げさせていただきました。国民健康保険の
会計については、しばらく砂川の国民健康保険は優秀な成績をもって成り立っていたわけですけれども、二、三年の
間でかなり状況が悪くなったというような状況もあってある程度国の限度額に合わせて引き上げをさせていただい
た。そしてさらに、１９年度は若干それにあわせて税率も引き下げさせていただいたというような経過もございま
す。そんなような状況で資格証明書、さらに短期証という部分について、これはおっしゃるとおり、議員おっしゃる
とおり、例えば病気になった場合の被保険者命綱というような部分もございます。そういう部分がございますから、
ある程度納められるのか、られないのかという部分で、全く納められないという部分についてはないかと思います。
そんな状況の中でそういうもし特徴的な事情があるのであれば、前段でやはり納税相談なりなんなりで結局お越しい
ただくというような形で、これは担当者としっかり協議をしていただきながら、これは対応していくというような部
分が基本になってくるのかなと。何でもかんでも結局、私どもも結局全く納めていなければ納める意思がないという
ような状況になるかと思いますけれども、幾らかでも結局その誠意があればそこら辺については担当者もしっかり相
談に乗ってくれるというようなことを想定しておりますので、恐らく担当者だって全く誠意がないという状況の中で
の資格証明書、短期証というような部分なのかなというふうにも考えますので、ちょっと詳細、内容、きちっと押さ
えていませんけれども、そういう部分でしっかりご相談をいただくというような部分で対応していただければという
ふうに考えます。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　繰出金の関係で普通会計から国保会計への繰り出しについてでございます。１９年度決算
では、砂川市の一般会計からは国保会計に１億９，１９０万ほど繰り出してございます。恐らく１億７，０００万は
１８年度の決算かなというふうに感じますけれども、この関係につきまして砂川市の場合は先ほど、今ほど副市長が
申し上げましたけれども、国保についてはある程度安定的に行われてきたと。なかなか今日情勢の中で値上げをした
ところでございますけれども、保険料の改定を行いました。行いましてもある程度砂川市についてはルール分につい
てはそれぞれ、病院もそうですけれども、国保についても中身を申し上げますと、それぞれ保険基盤安定分、これは
保険料の軽減分でございますし、出産育児一時金分、それには職員給与の部分、それから財政安定化支援事業という
ことで、これは病院等の病床数が多い、それからまた高齢者数が多いとかという部分については交付税に算入されま
すので、そのまま国保会計のほうに繰り出していると。そのほかには事務費等分、これを合わせますと１９年度決算
で１億９，１９０万ほど出してございます。ほかの市町村でそれ以上に出しているところもあるというようなお話が
されておりましたけれども、そういう話ではなかったですか。
〔「国保分の措置額と負担金について……」と呼ぶ者あり〕
〇総務部長　善岡雅文君　ああ、それはちょっと、ちょっと違うと思いますけれども、一応一般会計からの繰り出し
の算入されている分についてはこのように出してござい、砂川市はそのとおり繰り出しているところであります。
〇議長　北谷文夫君　中江清美議員。
〇中江清美議員　なかなか交付税の内容については、確かに大変な中でやりくりするから、そういうふうにして使用
するような形で出されているお金でも、先ほど副市長の答弁聞いていても算入はされているというふうに聞こえ、ち
ゃんと聞こえましたが、ただほかのいろんな事業があるので、そちらに回さざるを得ない、それが実態ではないかな
というふうにとらえたのですけれども、それは私も前に教科書問題でお話ししたときに全部そう使われているわけで
はないということははっきり答弁いただきましたので、ただそういういろんなやりくりされている大変な状況である
ということでは、やはり国保会計をこれから本当に黒字化本当はしていくことが一番大事なことだと思うのですが、
なかなかそうはいかないということで、でもこれ全国的に先進地の例によりますと、やはり予防にしっかり予算を振
り向けて徹底的な予防することで国保会計を本当に赤字から黒字に転換したという生きたそういう自治体もありま
す。ですから、やはり面倒くさいことは何もないと思うので、とにかく予防、予防に力を入れる、そういう政策をき
ちんと打ち出していただいて、そしてやはりできるだけ赤字にならない会計、そしてそういう短期証とかもそういう
不幸な状況にならない市民、やっぱりそういう市民を一人でも少なくしていく、そういうやっぱり砂川のそういう政
策を今後やはりこの決算の中から今後の方向性としては考えていただきたいなというふうに思うのです。それについ
て、予防についていかがな考えを持っているか伺います。
〇議長　北谷文夫君　副市長。
〇副市長　小原幸二君　今交付税の関係でお話がありましたけれども、先ほどの場合については個別の事業というよ
うな部分でちょっと小黒議員さんの質問についてはそれぞれの費目でもってお話を申し上げました。私ども今特別会
計、企業会計で結局算入されている部分、これは今総務部長のほうから答弁申し上げましたけれども、国保の関係に
ついては国保の運営、国保の運営基盤安定の、にかかわる交付税に算入されている部分がございます。これについて
は、これはすべて出しております。病院の関係等々についても交付税に算入されている基準財政需要額については繰
出金を出していると、こういう状況でございますから。ですから、そういう状況の中で特別会計が悪くなっていいと
いう状況は全くございませんし、一般会計、最終的には一般会計に負担が強いられるというような状況にもなります
から、その時点、その時点で特別会計、企業会計が健全な経営をしてもらわなければならないというような部分で考
えておりますので、これは特別会計、企業会計で算入されている部分については出しているということでご認識をい
ただきたい。
　それとあと、国保の予防の関係については市民部長のほうからご答弁申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　予防の関係でございますけれども、議員ご承知のとおり、今年４月からそれぞれ各保険者
に特定健診、特定保健指導が義務づけられました。そのようなことから、これはもうまさに若い時代からの予防によ
って将来的な医療費の適正化を図るという目的であります。したがって、砂川市国保におきましてもしっかりと特定
健診、特定保健指導につきましては計画を策定して計画達成のために努力をしてまいりたいと考えてございますの
で、ご理解を賜りたいと存じます。



〇議長　北谷文夫君　他にございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第１８号の総括質疑を終わります。
　続いて、議案第１９号の総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第１９号の総括質疑を終わります。
　続いて、議案第２０号の総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第２０号の総括質疑を終わります。
　続いて、議案第２１号の総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第２１号の総括質疑を終わります。
　続いて、議案第２２号の総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第２２号の総括質疑を終わります。
　以上で各議案に対する総括質疑を終わります。
　お諮りいたします。
　ただいま議題となっております６議案は、全員で構成する決算審査特別委員会を設置し、これに付託して閉会中継
続審査を行うことにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、そのように決定しました。

　　　　◎日程第６　報告第１号　平成１９年度砂川市健全化判断比率の報告について
〇議長　北谷文夫君　日程第６、報告第１号　平成１９年度砂川市健全化判断比率の報告についてを議題とします。
　提案者の説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　報告第１号　平成１９年度砂川市健全化判断比率の報告についてご説明を申し
上げます。
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、平成１９年度決算に基づく実質赤字比率、
連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審
査に付し、別紙のとおり審査意見書が提出されましたので、健全化判断比率について報告をするものであります。
　平成１９年度の各健全化判断比率は、①、一般会計等の実質赤字額の標準財政規模に対する比率である実質赤字比
率は黒字となっておりますので、比率はなしであります。②、全会計を対象とした実質赤字、資金不足額の標準財政
規模に対する比率である連結実質赤字比率は黒字となっておりますので、比率はなしであります。③、一般会計等が
負担する元利償還金、準元利償還金の標準財政規模に対する比率である実質公債費比率は２３．９％であります。
④、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率である将来負担比率は１７２．１％であ
ります。各健全化判断比率につきましては、表の右欄に記載の早期健全化基準を下回っているものであります。
　なお、健全化判断比率が早期健全化基準を上回った場合は財政健全化計画を立てなければなりませんが、この基準
による財政健全化計画の策定は平成２０年度決算に基づくものから適用となるものであります。この健全化判断比率
のうち、将来負担比率につきまして今回数値の変更が生じましたが、この要因としましては将来負担比率では将来負
担額の一つとして地方債の現在高を用い、この現在高から地方債の償還額等に充当可能な特定財源を控除することと
されておりますが、この控除額の算出に当たり都市計画税収を充当する都市計画事業費に係る地方債の利子の取り扱
いに関する解釈の違いにより、比率に差異が生じたものなどであります。
　なお、ただいま報告いたしました数値につきましては国から公表されることになりますが、今月末に暫定値、その
後変更とかなければ確定値が１１月末に公表されることが予定されているものであります。
　以上、よろしくご審議くださいますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　これより質疑に入ります。
　質疑はありますか。
　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　今回初めてこの財政健全化法に基づく判断基準が示されて、私たちも初めて質疑するわ
けですけれども、ただいまの報告によりますと、実質赤字比率も連結赤字比率も何もないから、黒字だからというこ
と、これだけではちょっとわかりませんので、改めてちょっとお伺いしたいのですけれども、今回の財政健全化法に
基づく連結決算、ここでは赤字比率になっておりますけれども、連結決算の収支比率というのが出されておりまし
て、日本経済新聞の調査によりますと、０６年度の決算で見ますと、砂川市の場合は７３．８％という数字が示され
ております。これは、全国全市町村の１，８００市町村の中で第７位、上位７位にランクされているというふうにな
っているのです。しかし、０７年度決算ではこの比率がどういうふうになっているのかお伺いをしたいわけですけれ
ども、非常にこの数字の一覧表だけ見ると、市民の皆さんも我々も誤解しやすいというか、非常にお金持ちだという
ふうになるのです。北海道は、非常にどこの自治体も厳しくて、そして千何位という状況にあるにもかかわらず、北
海道が第７位にランクされていると、これは６年度ですけれども。７年度の場合ではどうなのか、もし同じ状況であ
れば、その要因はどうなのかだけちょっとお伺いしたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　連結実質収支比率の全国で７位というようなことでございました。これについて実質赤字
比率といっていますけれども、現実に、実際には連結実質収支比率なのですけれども、赤字を出すために赤字という
用語を使ってございますので、ちょっとその違いはございますけれども、ご答弁をさせていただきます。
　この連結実質赤字比率は、連結実質収支が黒字でありますので、なしと報告させていただいたところであります。
算出いたしました比率につきましては、黒字でありますので、連結実質収支比率というふうに言いかえますと、７
０．３９％となるものであります。この比率の算出につきましては、一般会計、特別会計に係る実質収支額、公営企
業会計に係る流動資産から流動負債を差し引くなどして求めた資金剰余額から算出するものでありますが、特に病院
事業会計において健全な経営が行われているということから、流動資産として現金預金が２５億６，５４８万７，０
００円あることなどから、資金剰余額が合計で４２億７，０１５万８，０００円となり、砂川市の標準財政規模、こ
れが６３億７，４９８万３，０００円でございますので、これで割り返します。そういうことから非常に多額となっ
ていることから、このような高い比率が生じたということでご理解を願いたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　他にございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕



　これで質疑を終わります。
　以上で第１号の報告を終わります。

　　　　◎日程第７　報告第２号　平成１９年度砂川市下水道事業の資金不足比率の報告
　　　　　　　　　　　　　　　　について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第７、報告第２号　平成１９年度砂川市下水道事業の資金不足比率の報告についてを議題
とします。
　提案者の説明を求めます。
　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　（登壇）　報告第２号　平成１９年度砂川市下水道事業の資金不足比率について報告いた
します。
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、平成１９年度砂川市下水道事業特別会計
決算に基づく資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、別紙のとおり
審査意見書が提出されましたので、資金不足比率について報告するものであります。
　平成１９年度下水道事業特別会計の資金不足額の事業規模に対する比率である資金不足比率は、決算において８８
万４，０００円の剰余額が生じたことから発生しないものであります。
　なお、経営健全化基準は２０％と定められており、資金不足比率が経営健全化基準を上回った場合は経営健全化計
画を定めなければなりませんが、この基準による経営健全化計画の策定は平成２０年度決算に基づくものから適用と
なるものであります。
　以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　これより質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　以上で第２号の報告を終わります。

　　　　◎日程第８　報告第３号　平成１９年度砂川市病院事業の資金不足比率の報告に
　　　　　　　　　　　　　　　　ついて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第８、報告第３号　平成１９年度砂川市病院事業の資金不足比率の報告についてを議題と
します。
　提案者の説明を求めます。
　市立病院事務局長。
〇市立病院事務局長　小俣憲治君　（登壇）　報告第３号　平成１９年度砂川市病院事業の資金不足比率の報告につ
いてご説明申し上げます。
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に基づき、平成１９年度砂川市病院事業の資金不
足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、別紙のとおり審査意見書が提出され
ましたので、資金不足比率について報告するものであります。
　平成１９年度病院事業会計の決算では、流動資産４６億１，３６１万７，０００円、流動負債３億４，３４５万
９，０００円となり、資金不足額が生じないことから、資金不足比率はなしであります。
　なお、経営健全化基準は２０％と定められておりますが、平成２０年度決算から資金不足比率がこの基準以上の場
合は経営健全化計画の策定及び外部監査の義務づけがなされることとなるものであります。
　以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　これより質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　以上で第３号の報告を終わります。

　　　　◎日程第９　報告第５号　監査報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　報告第６号　例月出納検査報告　　　　　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第９、報告第５号　監査報告、報告第６号　例月出納検査報告の２件を一括議題としま
す。
　監査報告及び例月出納検査報告は、文書で配付のとおりであります。
　これより質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　以上で監査報告及び例月出納検査報告を終わります。

　　　　◎日程第１０　意見案第１号　道路整備に必要な財源の確保に関する意見書につ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　いて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　意見案第２号　新たな過疎対策法の制定に関する意見書について
　　　　　　　　　　　意見案第３号　農業用生産資材高騰に関する意見書について　　
　　　　　　　　　　　意見案第４号　介護労働者の人材確保と待遇改善に関する意見書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　について　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第１０、意見案第１号　道路整備に必要な財源の確保に関する意見書について、意見案第
２号　新たな過疎対策法の制定に関する意見書について、意見案第３号　農業用生産資材高騰に関する意見書につい
て、意見案第４号　介護労働者の人材確保と待遇改善に関する意見書についての４件を一括議題とします。
　提案者の説明を求めます。
〔「説明省略」と呼ぶ者あり〕
　説明省略とのことでありますが、説明省略にご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、説明を省略します。
　これより意見案第１号から第４号の質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　続いて、討論に入ります。



　討論ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、意見案第１号から第４号までを一括採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、本案は原案のとおり可決されました。

　　　　◎閉会宣告
〇議長　北谷文夫君　これで日程のすべてを終了しました。
　平成２０年第３回砂川市定例会を閉会いたします。
　大変ご苦労さまでした。

�閉会　午後　３時１３分
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